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第1章 調査の概要 

1．調査の目的 

鈴鹿市（以下、「市」という。）は、平成 27年 12 月 15 日に民間資金等活用事業推進会議

において決定した「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」を踏まえ、「鈴

鹿市ＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入優先的検討規定（以下、「優先的検討規定」という。）」を定め

ている。 

優先的検討規定は「ＰＰＰ／ＰＦＩ手法の優先的検討を行うに当たって必要な手続を定

めることにより、新たな事業機会の創出や民間投資の喚起を図り、効率的かつ効果的に公共

施設等を整備するとともに、市民に対する低廉かつ良好なサービスの提供を確保し、もって

地域経済の健全な発展に寄与すること」を目的とし、「公共施設等の整備等の方針を検討す

るに当たって、多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法の導入が適切かどうかを、自ら公共施設等の整備

等を行う従来型手法に優先して検討すること」と示されている。 

以上を踏まえ、鈴鹿市クリーンセンターに係るＰＦＩ導入可能性調査（以下、「本調査」

という。）は、市が実施する汚泥再生処理センター（以下、「本施設」という。）の整備事業

（以下、「本事業」という。）に当たり、民間活用方式の導入可能性を調査し、優位な事業方

式を検討した上で取りまとめることを目的とする。 

 

2．調査の内容 

従来方式である「公設公営」に替わって、民間活用方式である「ＰＦＩ方式・ＰＦＩ的方

式（※）」が導入（実施）可能であるかを検証し、それぞれ比較検討を行う。 

（※）ＰＦＩ方式：『民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平

成 11 年（1999 年）法律第 117 号）』（以下、「ＰＦＩ法」という。）に基づ

き民間の資金や知見・ノウハウ等を活用する方式（ＰＦＩ－ＢＴＯ等） 

ＰＦＩ的方式：民間の知見・ノウハウ等を活用するものの、ＰＦＩ法に準拠した方式

（ＤＢＯ等） 

本調査に当たっては、以下に示す４つの視点に基づき、検討し、整理する。 

【ＰＦＩ導入可能性調査の視点】 

（１）法令・法制度による適用・障害・制約等の確認 

（２）本事業への参画意欲ある民間事業者の確認（メーカーへの市場調査等） 

（３）定量的評価（ＶＦＭシミュレーションによる経済性評価） 

（４）定性的評価（ＰＦＩ方式等の導入に伴う公共サービスの質的向上評価）
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3．調査の手順 

調査の手順は、図 1-1 のとおりである。 

 

図 1-1 調査の手順  

第２章 事業手法検討に係る

基礎調査

第４章 事業参入意向調査、

取りまとめ

第５章 定量的評価

（VFMシミュレーション）

第６章 定性的評価

第７章 総合評価

概略事業スキーム、事例調

査、法的課題、支援処置等
を整理する。

民間事業者が検討し、回答し

た内容を分析・整理する。

事業方式ごとに経済性評価

（PSC、LCC、VFM）を行う。

定性的な評価項目を整理し、

事業方式ごとに定性的評価

を行う。

評価の視点により、結果等の
まとめを行う。

第１章 調査の概要

調査の目的、内容、手順を

整理する。

第３章 民間活力導入手法の

検討

事業方式。事業期間、業務分

担等を検討する。
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第2章 事業手法検討に係る基礎調査 

1．概略事業スキームの検討 

公共事業の整備・運営事業は、以下に示す６つの事業実施段階に区分することができる。 

 

① 施設の「資金調達（Finance）」の段階 

② 施設の「設計（Design）」の段階 

③ 施設の「建設（Build）」の段階 

④ 施設の「運営（Operate）」注）の段階 

⑤ 施設の「維持管理（Maintenance）」の段階 

⑥ 施設の「所有（Own）」の段階 

※運営には、運転管理（Operate）と維持管理（Maintenance）を含む。 

また、運営の前後に、移転（Transfer）が発生することがある。 

 

公共事業を実施する場合、資金調達、設計、建設、運営（運転管理、維持管理）、所有の

各段階で公共と民間どちらが主体となるかで事業方式は異なる。公共事業で想定される事

業方式は表 2-1 及び表 2-2 のとおりである。 

表 2-1 事業方式 

 

※「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版」、「ごみ処理施設整備の

計画・設計要領 2017 改訂版」を加筆修正  

運転管理
（Ｏ）

維持管理
（Ｍ）

完全直営 公共 公共 公共 公共 公共 公共

一部委託 公共 公共 公共 民間
民間

（一部別
途発注）

公共

ＤＢ＋Ｏ
（包括的運営委託）

公共 公共 公共 民間 民間 公共

ＤＢＯ 公共 民間 民間 民間 民間 公共

ＢＴＯ 民間 民間 民間 民間 民間
建設中：民間
運営中：公共

ＢＯＴ 民間 民間 民間 民間 民間
建設・運営中：民間
終了時：公共に移転

ＢＯＯ 民間 民間 民間 民間 民間
建設・運営・終了後も

民間が保有

所有
（Ｏ）

運営（Ｏ）

公
設
民
営

民
設
民
営

事業方式＼区分
資金調達
（Ｆ）

設計
（Ｄ）

建設
（Ｂ）

公
設
公
営
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表 2-2 事業方式の概説 

※1「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成 11年法律第 117

号）」（ＰＦＩ法）関連法令に準拠した事業方式 

※2「汚泥再生処理センター等施設整備の計画・設計要領 2006 改訂版」、「ごみ処理施設整備の

計画・設計要領 2017 改訂版」を加筆修正 

 

  

事業方式 内   容 

公
設
公
営 

完全直営 

公共が施設の設計、建設を個別に民間事業者へ発注する

方式。 

公共が資金調達を行い、施設を建設し、建設・運営期間中

において、公共が施設を所有し、施設の運営も行う。 

一部委託 

設計、建設については、完全直営と同じ。 

資金調達、施設の所有も、完全直営と同じ。 

施設運営のうち、部分的・個別に運転管理及び維持管理を

民間へ委託する。 

公
設
民
営 

ＤＢ＋Ｏ 

（包括的運営委託） 

設計、建設については、完全直営と同じ。 

資金調達、施設の所有も、完全直営と同じ。 

ただし、施設運営のすべてを民間に包括的かつ長期的に

委託する。したがって、一部委託よりも委託業務範囲は拡

大する。 

原則として、施設の設計、建設について運営委託を受け

る民間事業者が関与することはない。 

ＤＢＯ 

(Design Build Operate) 

民間事業者が施設の運営を長期的に委託されることを踏

まえて、施設の設計・建設を一括して発注する。ただし、

公共が資金調達を行う。さらに、民間が施設の運営すべ

てを行う。 

この事業方式もＰＦＩ的手法の一つとして位置付けられ

る。※1 

民
設
民
営 

ＢＴＯ 

(Build Transfer Operate) 

施設の設計、建設、運営を一括して民間事業者に長期で

委託する方式。 

民間が資金を調達して施設の建設を行うが、施設完成後

は、公共に施設の所有権が移転する。 

ＢＯＴ 

(Build Operate Transfer) 

ＢＴＯと同じ事業方式であるが、施設の運営期間中は民

間事業者が施設を所有し、期間終了後に、施設の所有権

は公共へ移転する。 

ＢＯＯ 

(Build Own Operate) 

ＢＯＴと同じ事業方式であるが、施設の運営期間中もそ

の後ともに施設の所有権は民間事業者に帰属する。 
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2．事例調査 

事業手法の抽出・設定、定量的評価及び定性的評価を検討するに当たって、民間活用方式

を導入した同種・類似事業の事例を調査し、整理した。 

 

調査対象 

調査対象は、汚泥再生処理センターあるいはし尿処理施設の整備実績のあるプラントメ

ーカーを対象とし、ＤＢ＋Ｏ方式、ＤＢＯ方式及びＰＦＩ方式における整備事例のヒアリ

ングを行った。 

なお、調査対象期間は、平成 13 年度（2001 年度）～令和 2 年度（2020 年度）とした。 

 

調査結果 

プラントメーカー５社から得た回答結果は表 2-4 及び表 2-5 に示すとおりである。 

（１）事業方式 

事業方式は、表 2-4 及び表 2-5 より、ＤＢ＋Ｏ方式、ＤＢＯ方式及びＰＦＩ方式の件

数は表 2-3 のとおり、ＤＢＯ方式が１０件と最も多かった。 

 

表 2-3 過去事例 

事業方式 件数 

ＤＢ＋Ｏ ７件 

ＤＢＯ １０件 

ＰＦＩ  

 

ＢＴＯ ０件 

ＢＯＴ ０件 

ＢＯＯ ０件 

 

（２）運営・維持管理期間 

運営・維持管理期間は、表 2-4 及び表 2-5 より、15 年間が最も多かった。 
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3．法的課題の整理 

「ＰＦＩ導入可能性調査の視点」の一つである「（１）法令・法制度による適用・障害・

制約等の確認」について整理した。その際、本事業に民間活用方式を導入する場合には、「廃

棄物関連法令」と「ＰＦＩ法関連法令」の適用、その調和等を検討する必要がある。 

 

廃棄物関連法令 

（１）一般廃棄物処理施設に関連する責任主体について 

本事業は一般廃棄物処理施設の整備・運営事業であるため、以下の法令が適用される。 

 

①廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和 45 年（1970 年）12月 25 日法律第 137 号） 

（以下、「廃掃法」という。） 

②廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和 46年（1977 年）9 月 23 日政令第

300 号）（以下、「廃掃法施行令」という。） 

③廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和 46 年（1977 年）9月 23 日省令

第 35号）（以下、「廃掃法施行規則」という。） 

 

１）事業の責任主体について 

廃掃法では、一般廃棄物処理計画の策定（「廃掃法」第 6 条、「廃掃法施行令」第 4 条）

に始まり、施設の設置（「廃掃法」第 9 条の 3）、収集、運搬、処分又は再生の業務（「廃

掃法」第 6条の 2）に至るまで、「市町村」に義務・責任があると定められている。民間

活用方式を導入する場合でも「廃掃法」等との整合を図る必要があるため、市と民間事

業者の業務分担（特に、残渣等の運搬・資源化処理に係る業務）及びリスク分担、民間

事業者に対する市の監視・モニタリング等の設定等に留意しなければならない。 

①「市町村」に義務・責任 

・一般廃棄物の適正な処理（「廃掃法」第 4条） 

・一般廃棄物処理計画の策定（「廃掃法」第 6 条、「廃掃法施行令」第 4 条） 

・施設の設置（「廃掃法」第 9 条の 3） 

・収集、運搬、処分又は再生の業務（「廃掃法」第 6 条の 2） 

②「市町村以外の者」に業務を委託する場合 

・「収集、運搬、処分に関する基準並びに収集、運搬、処分」を委託する場合、政令で

定める基準に従う（「廃掃法」第 6 条の 2第 2項、「廃掃法施行令」第 4条） 
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・一般廃棄物の場合、再委託は例外なく禁止（「廃掃法」第 6 条の 2 第 6 項、第 7 条

第 14項、「廃掃法施行令」第 4条第 3 項） 

 

２）施設の設置手続きについて 

設置主体が市であるか否かによって手続きが異なるため、導入した民間活用方式よっ

ても違いが生じる。 

①ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ、ＰＦＩ－ＢＴＯ 

市町村は、一般廃棄物処理施設を設置するときは、都道府県知事に届け出なければな

らない（「廃掃法」第 9条の 3）。 

：施設の完工時、市町村に所有権があるため、設置者は市となる。 

②ＰＦＩ－ＢＯＴ、ＰＦＩ－ＢＯＯ 

一般廃棄物処理施設を設置しようとするものは、都道府県知事の許可を受けなければ

ならない（「廃掃法」第 8条）。 

：供用開始後も民間事業者に所有権があるため、設置者は民間事業者となる。 

 

ＰＦＩ法関連法令 

本事業に係るＰＦＩ法関連法令については、以下の法令が適用される。 

 

①民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に係る法律（平成 11 年（1999

年）7月 30 日法律第 117 号）（以下、「ＰＦＩ法」という。） 

②民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に係る施行令（平成 11 年（1999

年）9月 22 日政令第 279 号）（以下、「ＰＦＩ法施工令」という。） 

 

（１）ＰＦＩ方式に係る法制度 

廃棄物処理施設が対象であることは明確に規定されており（ＰＦＩ法第２条）、図 2-1

の法令等に則って事業実施に係る一連の手続き等を行う必要がある。 

 

（２）ＰＦＩ的方式での法制度の扱い 

ＰＦＩ法及び関連法令そのものが適用されるのではなく、準用されるため、場合によ

っては一部手続きの簡略化も可能である。 

（例）事業者選定における実施方針の公表や特定事業の選定・公表の省略 
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ＰＦＩ方式に係る法制度は図 2-1 のとおりである。 

 

 

図 2-1 ＰＦＩ方式に係る法制度 

 

4．支援処置等の検討 

国の財政支援措置について、以下に整理した。 

 

循環型社会形成推進交付金制度（平成 22 年度（2010 年度）に一部改正） 

市町村が循環型社会形成の推進に必要な廃棄物処理施設の整備事業等を実施するため

に、循環型社会形成推進基本法に規定する基本計画を踏まえるとともに、廃掃法に規定す

る整備計画との調和を保ち、基本方針に沿って作成した地域計画に基づく事業等の実施に

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律
（ＰＦＩ法）

民間資金等の活用による公共施設等の整備等に関する法律施行令
（ＰＦＩ法施行令）

民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する事業の実施に関する基本方針
（PFI基本方針）

PFI事業におけるリスク分担等に関するガイドライン

PFI事業実施プロセスに関するガイドライン

VFM（Value For Money）に関するガイドライン

契約に関するガイドライン

モニタリングに関するガイドライン

公共施設等運営権及び公共施設等運営事業に関する

ガイドライン
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要する経費に充てるため、国が交付する交付金をいう。 

 

（１）交付金の交付対象 

交付金の交付対象は、人口 5 万人以上又は面積 400km2以上の地域計画または一般廃棄

物処理計画対象地域を構成する市町村及び当該市町村の委託を受けて一般廃棄物の処理

を行う地方公共団体である。ただし、沖縄、離島等の特別の地域は人口または面積に係わ

らず対象となる。 

 

（２）交付対象事業 

主な交付対象事業は表 2-6 のとおりである。 

本事業は、「６ 有機性廃棄物リサイクル推進施設」が対象となる。 

表 2-6 循環型社会形成推進交付金の交付対象事業 

No 交付対象事業 交付限度額を算出する場合の要件 

１ マテリアルリサイクル推進施設 施設の新設、増設に要する費用 

２ エネルギー回収型廃棄物処理施設 同上 

３ 

エネルギー回収推進施設 

（平成 25年度（2013 年度）以前に着手し、平成 26

年度（2014 年度）以降に継続して実施する場合又

は当該施設に係る第 18 項の事業を平成 25 年度

（2013 年度）に実施している場合に限る。） 

同上 

４ 

高効率ごみ発電施設 

（平成 25年度（2013 年度）以前に着手し、平成 26

年度（2014 年度）以降に継続して実施する場合又

は当該施設に係る第 18 項の事業を平成 25 年度

（2013 年度）に実施している場合に限る。） 

同上 

５ 廃棄物運搬中継施設 同上 

６ 有機性廃棄物リサイクル推進施設 同上 

７ 
最終処分場（可燃性廃棄物の直接埋立施設を除

く。） 

同上 

８ 最終処分場再生事業 事業に要する費用 

９ 
廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業 

（交付率１/３） 

同上 

10 

廃棄物処理施設の基幹的設備改良事業 

（交付率１/２） 

（し尿処理施設に限る。） 

同上 

11 漂流漂着ごみ処理施設 施設の新設、増設に要する費用 

12 コミュニティ・プラント 同上 
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13 浄化槽設置整備事業 事業に要する費用 

14 公共浄化槽等整備推進事業 同上 

15 
廃棄物処理施設基幹的設備改造 

（沖縄県のみ交付対象） 

設置後原則として７年以上経過した機械及び

装置等で老朽化その他やむを得ない事由によ

り損傷又はその機能が低下したものについて、

原則として当初に計画した能力にまで回復さ

せる改造に係る事業に要する費用 

16 
可燃性廃棄物直接埋立施設（沖縄県、離島地域、奄

美群島のみ交付対象） 

施設の新設、増設に要する費用 

17 
焼却施設（熱回収を行わない施設に限る。沖縄県、

離島地域、奄美群島のみ交付対象） 

同上 

18 施設整備に関する計画支援事業 

廃棄物処理施設整備事業実施のために必要な

調査、計画、測量、設計、試験及び周辺環境調

査等に要する費用 

出典：循環型社会形成推進交付金交付要綱 別表 1 

 

（３）交付率 

本事業に該当する交付率は、以下の「循環型社会形成推進交付金交付要綱」のとおりで

ある。 

第５ 交付限度額（抜粋） 

交付金の額は、次に掲げる式により算出された額を超えないものとする。（以下

省略） 

交付限度額＝１／３×Ａ 

Ａ：別表１の第１項、第２項（高効率エネルギー回収に必要な設備及びそれを

備えた施設に必要な災害対策設備を除く。）、第３項、第４項（高効率発電

に必要な設備を除く。）、第５項から第９項まで及び第１１項から第１４項

までの事業（第１３項のうち「浄化槽設置整備事業実施要綱」（平成６年１

０月２０日付け衛浄第６５号環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長

通知別紙。以下「浄化槽設置整備事業実施要綱」という。）に定める環境配

慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業、第１４項のうち「公共浄化槽等

整備推進事業実施要綱」（平成６年１０月２０日付け衛浄第６７号環境省

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通知別紙。以下「公共浄化槽等整備

推進事業実施要綱」という。）に定める環境配慮・防災まちづくり浄化槽整

備推進事業は除く。）及び第１８項の事業ごとに、交付限度額を算出する場

合の要件の欄の定めるところに従い算出した額を合計した額
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（４）民間活用方式における交付金の適用について 

従来方式（公設公営）と同様に交付対象となる。民間活用方式を導入した場合でも、交

付金申請に係る手続は、市町村が行う。 

 

（５）本事業に係る交付率 

本事業に係る交付率は「１／３」である。 

 

なお、交付金制度の改革等に伴い、交付対象施設の種類や設備が変更される可能性があ

る。 

 

地方債について 

（１）民間活用方式における地方債の適用について 

民間活用方式における地方債について、ＰＦＩ法第 73条において以下のように規定さ

れている。 

 

・国又は地方公共団体は、選定事業の実施のために必要な資金の確保若しくはその融

通のあっせん又は法令の範囲内における地方債についての特別の配慮に努めるも

のとする。 

 

また、「地方公共団体におけるＰＦＩ事業について」（平成 12 年（2000 年）3 月 29 日

付け自治事務次官通知（平成 15 年（2003 年）9 月 2 日一部改正））において以下のよう

に規定されている。 

 

・第３ ＰＦＩ事業に係る地方財政措置 

ＰＦＩ事業のうち１の要件を満たすものに係る施設整備費について、地方公共団

体がＰＦＩ事業者に対して財政的支出を行う場合、２の財政措置を講じること。 

１ 要件 

ア 当該施設の所有権が一定期間経過後に地方公共団体に移転（当該施設の整備後直

ちに移転する場合を含む。）するもの又はＰＦＩ契約が当該施設の耐用年数と同程

度の期間継続するものであること。（以下省略） 
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２ 財政措置の内容 

ア 国庫補助負担金が支出される事業 

当該国庫補助負担金の内容に応じて、地方公共団体が直接整備する場合と同等の地方

債措置又は地方交付税措置を講じること。（以下省略） 

 

したがって、地方債措置ができる方式及び地方債措置ができない方式は以下のとおり

である。 

 

地方債措置ができる方式 

ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ：施設の所有権を市町村が持つため 

ＰＦＩ－ＢＴＯ ：施設の所有権が完工後直ちに市町村に移転するため 

 

地方債措置ができない方式 

ＰＦＩ－ＢＯＴ ：施設の所有権を民間事業者が持つため 

（運営期間終了後、市町村に移管） 

ＰＦＩ－ＢＯＯ ：施設の所有権を民間事業者が持つため 

 

（２）地方債の起債充当率 

総務省「地方債計画等」による令和 3 年度（2021 年度）の起債充当率は、下記のとお

りである 

 

地方債＝ⅰ＋ⅱ 

ⅰ）交付対象部分の地方債＝（交付対象事業費－交付金）×90％ 

ⅱ）交付対象外部分の地方債＝交付対象外事業費×75％ 

 

公設公営における地方債措置が可能な事業方式の設計・建設費の一般的な財源内訳は、

図 2-2 のとおりである。 
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図 2-2 公設公営における設計・建設費の財源内訳 

  

【 交付金 】

交付対象事業費

 ×１／３

【 地方債 】

(交付対象事業費－交付金)

×90％

一

般

財

源

【 地方債 】

交付対象外

×75％

一般

財源

交付対象事業費

設計・建設費

交付対象外事業費

(交付対象事業費－交付金)×10％ 交付対象外×25％
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第3章 民間活力導入手法の検討 

1．事業手法の抽出・設定 

民間事業者に事業方式ごとの意向確認及び事業費の概算見積を徴するに当たって、市場

調査の概要条件書を作成するため、「第 2 章 1．～4．」の整理に基づき、事業方式、事業期

間、官民の業務範囲等の事業スキームの検討を行った。 

 

事業方式 

「市場調査」を行う際の対象とする事業方式は、「第 2 章 2．事例調査」より事例が確認

されたＤＢ＋Ｏ及びＤＢＯとした。ただし、事例が確認されなかったＰＦＩ方式についても、

本調査の主目的であるＰＦＩ導入可能性の有無確認のため、調査対象とする事業方式とし

た。 

 

（１）従来方式 

・公設公営（直営） 

 

（２）民間活用方式 

・ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ 

・ＰＦＩ－ＢＴＯ 

・ＰＦＩ－ＢＯＴ 

・ＰＦＩ－ＢＯＯ 

 

各事業方式の一般的な事業スキームは、表 3-1～表 3-3 のとおりである。
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表 3-1 従来方式（公設公営（直営））事業スキーム 

項 目 従来方式（公設公営（直営）） 

発注の 

考え方 

○ 公共自らの責任で施設の設計・建設、運営・維持管理を実施 

○ 業務ごとに個別発注し、全て仕様発注 

主    な 

契約関係 

 

○ 設計・建設は個別契約 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計・建設費

の資金調達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
一般
財源

起 債 

鈴 鹿 市 

運営・維持管理 

 
設計 

設計企業 

委託契約 

 
建設 

建設企業 

請負契約 

交付金 

設計・建設費 
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表 3-2 ＰＦＩ法に準拠した方式（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ）事業スキーム 

項 目 ＰＦＩ法に準拠した方式（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ） 

発注の 

考え方 

○ 施設の設計・建設から運営・維持管理までを一貫して民間事業者の 

自己責任の下で実施するが、建設費の資金調達は発注者（公共）が負担 

（ただし、ＤＢ＋Ｏの場合は、設計・建設と運営・維持管理とが分離発注）

○ 業務全体を長期・包括的に発注し、全て性能発注 

主    な 

契約関係 

 

○ ＰＦＩ法に準拠するが、設計・建設と運営・維持管理とは個別に契約 

○ 個別契約間の連携を図る基本契約が必要 

○ ＰＦＩ法に準拠しＳＰＣ（特別目的会社）を組成 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

設計・建設費

の資金調達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
一般
財源

起 債 交付金 

設計・建設費 

 

設計・建設 

設計・建設企業 
 

運転管理 

運転管理企業 
 

維持管理 

維持管理企業 

工事請負契約 

（個別契約） 

基本契約による 

民間事業者間の連携 

基本契約 

（連携契約） 

鈴 鹿 市 

出資 

運営・維持管理委託契約 

（個別契約） 

ＳＰＣ 
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表 3-3 ＰＦＩ法に基づく方式（ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ）事業スキーム 

項 目 ＰＦＩ法に基づく方式（ＢＴＯ、ＢＯＴ、ＢＯＯ） 

発注の 

考え方 

○ 施設の設計・建設から運営・維持管理までを一貫して民間事業者の 

自己責任の下で実施 

○ 業務全体を長期・包括的に発注し、全て性能発注 

主    な 

契約関係 

 

○ ＰＦＩ法に基づきＳＰＣ（特別目的会社）と包括的な委託契約を締結 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

設計・建設費

の資金調達 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）起債併用する事例は少なく、一般的には 

ＰＦＩ法に則り民間資金を活用する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※民間融資は割賦にて返済 

 

 
設計・建設 

設計・建設企業 
 

運転管理企業 

工事契約 

（個別契約） 

委託契約 

（個別契約） 

直接協定 

各種契約（個別契約） 

委託契約 

（個別契約） 

鈴 鹿 市 

ＰＦＩ事業者（ＳＰＣ） 

運転管理 
 

整備・補修等 

 
民間融資 

金融機関 

融資契約 

事業契約 

（包括契約） 

維持管理企業 

各種契約（個別契約） 

BTO 

BOT 

BOO 

（一般財源） 

 （起債） 交付金 

設計・建設費 

民間融資 

 交付金 民間融資 

設計・建設費 
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2．施設概要の整理 

施設概要を以下のとおり整理した。 

建設予定地 

（１）位置図 

建設予定地の位置は図 3-1 のとおりである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-1 位置図 

  

建設予定地 
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（２）立地条件等 

建設予定地の立地条件及び範囲等は、表 3-4 及び図 3-2 に示すとおりである 

 

表 3-4 建設予定地の条件 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3-2 建設予定地の範囲 

  

項  目 概  要 

住  所 鈴鹿市上野町地内 

都 

市 

計 

画 

事 

項 

都市計画区域 区域内 

用途地域 指定なし 

防火区域 指定なし 

高度地区 指定なし 

建ぺい率 70％ 

容積率 200％ 

電 気 場内第１柱を新設し引込み

プロセス用水 井戸水（新設） 

放流先 我入坊川 
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施設概要 

（１）施設整備規模（週 7日平均） 

し尿等：156  /日（し尿 18  /日、浄化槽汚泥 138  /日） 

 

（２）計画し尿等搬入性状 

計画し尿等搬入性状は表 3-5 に示すとおりである。 

 

表 3-5 搬入性状の設定（除渣後） 

 
pH 

 

BOD 

(mg/ ) 

COD 

(mg/ ) 

SS 

(mg/ ) 

T-N 

(mg/ ) 

T-P 

(mg/ ) 

し尿 7.2 4,300 3,500 7,000 820 120 

浄化槽汚泥 6.9 3,400 4,200 11,000 840 170 

 

（３）処理方式 

処理方式は、以下の方式を基本とする。ただし、以下の方式に限定するものではない。 

水処理：浄化槽汚泥の混入比率の高い脱窒素処理方式 

資源化：助燃剤化 

 

（４）し尿等の受入日・時間 

受入日・受入時間：月曜日～金曜日・9：00～16：00 

第 1・3・5土曜日・9：00～16：00 

受入停止日：土曜日（第 2・4）・日曜日・年末年始・祝日 

 

（５）建設時の概略条件等 

・建設予定地周辺には河川及び鉄道があることから、必要な対策を講じた工事計画と

すること。 

・建設予定地に隣接して既存し尿処理施設（鈴鹿市クリーンセンター）が稼働中である

ことを踏まえた工事計画とすること。 

・建設予定地には旧し尿処理施設の地下構造物の撤去も工事範囲とした工事計画とす

ること。 

・新施設稼働後、既存し尿処理施設は解体することを踏まえた工事計画とすること。 
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（６）性能保証値 

１）放流水質 

pH   ［ 5.8 ］以上［ 8.6 ］未満 

BOD   ［ 10 ］mg/ 以下 

COD   ［ 20 ］mg/ 以下 

SS   ［ 10 ］mg/ 以下 

T-N   ［ 10 ］mg/ 以下 

T-P   ［  1 ］mg/ 以下 

色度   ［ 30 ］度以下 

大腸菌群数  ［ 1,000 ］個/cm3以下 

注）大腸菌群数以外の各基準はすべて日間平均とする。 

出典：既存施設の放流水質計画値 

 

２）騒音 

朝   午前 6 時 ～ 午前 8時 ［ 55 ］dB 以下 

昼 間  午前 8 時 ～ 午後 7時 ［ 60 ］dB 以下 

夕   午後 7 時 ～ 午後 10時 ［ 55 ］dB 以下 

夜 間  午後 10 時～翌日午前 6時 ［ 50 ］dB 以下 

注）敷地境界線における性能保証値 

出典：三重県生活環境の保全に関する条例施行規則第 22 条別表第 12 

 

３）振動 

昼 間  午前 7 時  ～  午後 8時 ［ 65 ］dB 以下 

夜 間  午後 8 時～翌日の午前 7時 ［ 60 ］dB 以下 

注）敷地境界線における性能保証値 

出典：三重県生活環境の保全に関する条例施行規則第 22 条別表第 13 
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４）臭気 

①事業場の敷地境界線の地表における規制基準 

 

特定悪臭物質名 規制基準 

アンモニア  大気中における含有率が１００万分の１  

メチルメルカプタン  大気中における含有率が１００万分の０．００２  

硫化水素  大気中における含有率が１００万分の０．０２  

硫化メチル  大気中における含有率が１００万分の０．０１  

二硫化メチル  大気中における含有率が１００万分の０．００９  

トリメチルアミン  大気中における含有率が１００万分の０．００５  

アセトアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．０５  

プロピオンアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．０５  

ノルマルブチルアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．００９  

イソブチルアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．０２  

ノルマルバレルアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．００９  

イソバレルアルデヒド  大気中における含有率が１００万分の０．００３  

イソブタノール  大気中における含有率が１００万分の０．９  

酢酸エチル  大気中における含有率が１００万分の３  

メチルイソブチルケトン  大気中における含有率が１００万分の１  

トルエン  大気中における含有率が１００万分の１０  

スチレン  大気中における含有率が１００万分の０．４  

キシレン  大気中における含有率が１００万分の１  

プロピオン酸  大気中における含有率が１００万分の０．０３  

ノルマル酪酸  大気中における含有率が１００万分の０．００１  

ノルマル吉草酸  大気中における含有率が１００万分の０．０００９  

イソ吉草酸  大気中における含有率が１００万分の０．００１  

 

②事業場の気体排出施設から排出されるものの当該施設の排出口における規制基準 

悪臭防止法施行規則（昭和４７年総理府令第３９号）第３条に定める方法により算出

して得た流量 

 

③事業場から排出される排出水に含まれるものの当該事業場の敷地外における規制基準 

悪臭防止法施行規則第４条に定める方法により算出して得た濃度 

 

出典：鈴鹿市告示第９６号 
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（７）処理フロー 

新施設の基本となる処理フロー例は図 3-3 のとおりとする。 

ただし、以下のフローに限定するものではない。 

 

 
図 3-3 計画施設処理フロー 

  

し尿及び浄化槽汚泥

膜 分 離 設 備

高 度 処 理 設 備

河川放流

硝 化 脱 窒 素 設 備

貯 留 設 備

前 処 理 設 備

前 凝 集 分 離 設 備
（ 前 脱 水 設 備 ）

受 入 設 備

助燃剤

脱水し渣

処理水等の流れ

汚泥等の流れ

凡例

助燃剤として
有効利用

消 毒 設 備

場外処分
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3．委託範囲の検討 

設計・建設・運営管理等の各段階における、事業者と市との事業範囲は次頁の表 3-6 に

よる業務分担表に示し、運営管理における事業範囲を図 3-4 に示す。 

ただし、ここでの業務分担表・事業範囲に限定するものではない。 

 

 

 

図 3-4 運営管理における事業範囲 

  

処 理

収 集 ・ 運 搬

し尿及び浄化槽汚泥

受 付 ・ 計 量

保 管 ・ 計 量 保 管 ・ 計 量

運 搬 運 搬

有 効 利 用 最 終 処 分

事業者

資源化物 残　渣

市

汚泥再生処理センター
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表 3-6 業務分担表 

 

  

業　務　名 市 事業者

１．事前業務段階

　(1)住民合意、近隣対応等 ● ○

　(2)事前調査 ●

　(3)生活環境影響調査の実施 ●

　(4)関係機関等事前協議 ● ●

  (5)その他これらを実施する上で必要な業務 ●

２．設計・建設段階

　(1)施設の設計 ●

　(2)設計監理 ○ ●

　(3)施設の施工 ●

　(4)施工監理 ○ ●

　(5)各種申請手続き ● ●

　(6)施設の引渡 ●

　(7)その他これらを実施する上で必要な業務 ●

３．運営・維持管理段階

　(1)し尿等の収集・搬入 ●

　(2)し尿等の受入（計量、搬入車両監視等） ●

　(3)施設の運転・維持管理 ●

　(4)点検整備・補修 ●

　(5)見学者対応 ○ ●

　(6)行政視察 ● ○

　(7)残渣の最終処分 ● ○

　(8)資源化物の有効利用 ● ○

　(9)周辺地域対策（苦情処理、住民協議会の設置運営等） ● ○

　(10)清掃 ●

　(11)警備 ●

　(12)日常モニタリング ●

　(13)監視モニタリング ●

　(14)事業期間中に発生した問題に対する対応 ●

　(15)運営終了時の施設性能確保 ●

　(16)その他これらを実施する上で必要な業務 ●

４．その他

　(1)リスク保険加入 ●

●：主体　○：協力又は一部
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4．リスク分担 

一般的な民間活用事業として実施する場合のリスク分担は表 3-7 のとおりであり、本事

業においても適用する。ただし、ここでのリスク分担表に限定するものではない。 

 

表 3-7 リスク分担表（1/3） 

 

 

市 事業者

募集要項の誤りに関するもの、内容の変更に関する
もの等

○

市と事業者との間で契約が結べない、又は契約手続
きに時間がかかる場合

○ ○

住民問題等による事業の遅延に関するリスク ○ ○

やむをえない理由より事業計画を大幅に変更するリ
スク

○ ○

政治・行政リスク 契約に関する議決が得られない場合 ○

法制度リスク 法制度の新設・変更に関するもの ○

許認可の遅延に関するもの
（事業発注に関する部分）

○

許認可の遅延に関するもの
（上記以外の部分）

○

法人税の変更に関するもの
（法人の利益にかかるもの）

○

法人税の変更に関するもの
（上記以外のもの）

○

消費税の変更に関するもの ○

土地及び建物所有にかかる新税 ○

事業者が行う調査・建設工事及び維持管理・運営に
対する住民反対運動・訴訟・苦情・要望に関するも
の

○

上記以外のもの
（事業に対する住民反対運動・訴訟・苦情・要望に
関するもの等）

○

環境問題リスク 有害物質の排出・漏洩・工事に伴う水枯れ等 ○

事業者が行う業務に起因する事故、施設の劣化など
維持管理の不備による事故に関するもの

○

上記以外のもの
（事業実施に関するもの等）

○

注）網掛け部はＰＦＩ事業にのみ該当

制度関連
リスク

社会リスク

共
通

リスクの種類 リスクの内容
負担者

募集要項リスク

契約リスク

許認可リスク

税制度リスク

住民対応リスク

第三者賠償リスク

事業計画変更リスク

合意形成リスク
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表 3-7 リスク分担表（2/3） 

 

  

市 事業者

選定事業者の責めによる
もの

事業者の事業放棄・破綻によるもの、事業者が提供
するサービスが定められた条件を満たさない場合等

○

市の責めによるもの
市の債務不履行、当該サービスが不要となった場合
等

○

戦争、風水害、地震等 ○ ○

発注者責任リスク 工事請負契約の内容及びその変更に関するもの等 ○

市の提示条件、指示の不備・変更によるもの ○

上記以外の要因による不備・変更によるもの ○

技術リスク
導入する技術の有効性・信頼性における設計及び技
術に関するリスク

○

応募リスク 応募費用に関するもの ○

資金調達リスク 必要な資金の確保に関するもの ○

工事が契約に定める工期より遅延する又は完工しな
い場合

○

市の要求による設計変更により遅延する又は完工し
ない場合

○

工事監理リスク 工事監理に関するもの ○

市の指示に起因する工事費の増大 ○

上記以外の要因による工事費の増大 ○

性能リスク
要求仕様不適合
（施工不良を含む）

○

施設損傷リスク
使用前に工事目的物や材料他、関連工事に関して生
じた損害

○

物価リスク インフレ・デフレ ○ ○

工事期間中のし尿等の処
理のリスク

工事を実施しながらし尿等の処理を継続して実施す
るリスク

○ ○

金利リスク 金利の変動 ○

注）網掛け部はＰＦＩ事業にのみ該当

リスクの内容
負担者

共
通

責務不履行
リスク

不可抗力リスク

計画設計
リスク

工事リスク

工事遅延リスク

工事費増大リスク

リスクの種類

工
事
段
階

計
画
・
設
計
段
階

設計リスク
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表 3-7 リスク分担表（3/3） 

 

  

市 事業者

計画変更リスク 市の責めによる事業内容・用途の変更に関するもの ○

性能リスク 要求仕様不適合（施工不良を含む） ○

施設瑕疵リスク 施設に瑕疵が見つかった場合 ○

市の責めによる事業内容・用途の変更等に起因する
維持管理費の増大・減少

○

上記以外の要因による維持管理費の増大
（物価・金利変動によるものは除く）

○

劣化によるもの ○

事故・火災等によるもの ○

第三者に起因するもの ○ ○

修理費増大リスク 修理費が予想を上回った場合 ○

物価リスク インフレ・デフレ ○ ○

金利リスク 金利の変動 ○ ○

処理量が計画処理能力を
上下する場合のリスク

し尿等が計画どおり搬入されなかった場合 ○

搬入性状の変動に対する
リスク

搬入性状が計画よりも高いあるいは低い場合 ○

契約変更リスク 市の責めによる事業内容の変更に関するもの ○

性能リスク 要求仕様不適合 ○

事故リスク 運営に関する事故等 ○ ○

市の責めによる事業内容の変更等に起因する運営費
の増大・減少

○

上記以外の要因による運営費の増大
（物価・金利変動によるものは除く）

○

物価リスク インフレ・デフレ ○ ○

金利リスク 金利の変動 ○ ○

処理量が計画処理能力を
上下する場合のリスク

し尿等が計画どおり搬入されなかった場合 ○

搬入性状の変動に対する
リスク

搬入性状が計画よりも高いあるいは低い場合 ○

資源化物の売却リスク 資源化物が売却できなかった場合 ○

技術の陳腐化に起因するもの ○ ○

移
管
段
階

施設移管手続きに伴う諸費用の発生に関するもの、
事業会社の清算手続きに伴う評価損益等

○

注）網掛け部はＰＦＩ事業にのみ該当

運営リスク

維持管理コスト

リスクの内容
負担者

移管手続きリスク

施設損傷リスク

運営コストリスク

維持管理
リスク

リスクの種類

維
持
管
理
・
運
営
段
階

技術革新リスク
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5．事業者の収入 

施設の設計・建設業務の対価 

新施設の設計・建設業務に係る対価の支払いについて、下記の 2 つの場合を想定してい

る。 

（１）ＤＢＯ方式、ＤＢ＋Ｏ（長期包括運営委託）方式の場合 

新施設の施工出来高に応じて、施設の設計・建設業務に該当する金額を年度ごとに支

払う。 

 

（２）ＰＦＩ方式等割賦払いとする場合 

施設の設計・建設業務に該当する金額及び金利相当額を、事業期間にわたり、年度ごと

に割賦金額として支払う。 

 

施設の維持管理 

市は、新施設の維持管理・運営業務に係る対価を、管理運営委託料として維持管理・運営

期間にわたって年度ごとに支払う。管理運営委託料は、物価変動に基づき年 1 回改定する。 

 

6．事業期間の検討 

事業期間は、「鈴鹿市し尿・汚泥処理施設整備基本構想（平成 29年 11 月）」及び「第 2章 

2．事例調査」に基づき、以下のとおり設定した。 

 

◯設計・建設期間  ：令和 6年度～令和 8年度（3ヵ年度） 

◯運営・維持管理期間：15 年 
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第4章 事業参入意向調査、取りまとめ 

1．調査の目的 

本事業に対して民間事業者の参入意向を確認するとともに、本事業における事業方式と

して民間活用方式が導入できるかどうか（実施可能性）の検証であり、本事業の最適な事業

方式を検討し取りまとめる。 

 

2．意向調査の内容 

意向調査は、事業概要として計画の概要、事業範囲（案）等を示したうえで、意向調査票

により次に示す内容について質問・調査を行う形とした。 

・事業への対応の可能性 

・希望条件 

・経費削減効果 

・その他必要な事項に関する意向調査 

・事業費等の算定※ 

※事業費等の算定については、「第 5 章 定量的評価」において整理する。 

 

3．調査対象者の抽出 

調査対象とする民間事業者は、汚泥再生処理センターの更新工事の施工実績を有してい

るプラントメーカー10社とし、それらに対して意向調査を依頼した。調査依頼した 10 社の

うち、3 社が辞退したため、7社が調査に参加した。 

なお、株式会社西原環境（E 社）については、民間意向調査の回答のみ参加する回答であ

った。 

表 4-1 調査対象者（参加可能） 

調査対象者 呼称 
回答可否 

意向調査 概算事業費 

クボタ環境サービス（株） A 社 ◯ ◯ 

JFE 環境テクノロジー B 社 ◯ ◯ 

水道機工（株） C 社 ◯ ◯ 

水 ing エンジニアリング（株） D 社 ◯ ◯ 

（株）西原環境 E 社 ◯ × 

日立造船（株） F 社 ◯ ◯ 

三菱化工機（株） G 社 ◯ ◯ 
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表 4-2 調査対象者（参加不可） 

調査対象者 

浅野アタカ（株） 

（株）クリタス 

住友重機械エンバイロメント（株） 

 

4．意向調査結果の整理 

 設問１  

事業概要書に示した設計・建設における民間事業者の業務範囲及び業務分担につ

いて、ご意見をお聞かせ下さい。 

なお、業務内容の追加等をご提案の場合は、その内容及び理由等についてもお聞

かせ下さい。 

 

調査結果は「問題ない」の回答が 6社、「意見・提案がある」の回答が 1 社であった。意

見・提案及び内容は、次のとおりである。 

 

 

 

メーカー 意見・提案 

F 社 

・清掃の業務分担について、清掃行為から出る廃棄物は事業者ではなく、貴

市が排出者となる。清掃事業者と処分業者との連携等を円滑に行うために

も、貴市：主体、事業者：協力、という業務分担を提案する。 

・インフレ・デフレによる物価リスクが事業者負担となっているが、物価変

動リスクは事業者ではリスクコントロールできるものではない。建設工事

においては、「公共工事標準請負契約約款」にあるスライド条項を適用する

旨、具体的な費用変動の範囲設定をお願いしたい。 
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 設問２  

事業概要書に示した運営・維持管理における民間事業者の業務範囲及び業務分担

について、ご意見をお聞かせ下さい。 

なお、業務内容の追加等をご提案の場合は、その内容及び理由等についてもお聞

かせ下さい。 

 

調査結果は「問題ない」の回答が 6社、「意見・提案がある」の回答が 1 社であった。意

見・提案及び内容は、次のとおりである。 

 

 

メーカー 意見・提案 

F 社 

・見学者対応は基本的には市の業務範囲としていただくようお願いしたい。

・運営監理・モニタリングについて、主体は市様が妥当であり、事業者は評

価を受ける側であると考える。 

・不可抗力リスクがＰＦＩ事業のみに設定されているが、ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ

事業においても、災害等の不可抗力の責任負担は、すべて市としていただ

きたい。災害時の対応については、運営業務の受託者として初動や可能な

範囲での臨機の措置を実施し、連絡・報告を速やかに行う。 

・施設瑕疵リスクが事業者負担とされているが、事業者の責任負担を、事業

者の業務に起因するもののみとしていただきたい。 

・施設損傷リスクが事業者負担とされているが、事業者の責によらない事故、

火災等（不可抗力によるものを含む）は、施設所有者である市にて負担し

ていただきたい。 

・物価リスク（インフレ・デフレ）において事業者も負担となっているが、

物価変動リスクは事業者ではリスクコントロ－ルできるものではなく、例

えば一定の範囲内の物価変動を事業者負担とする場合はリスク評価が可能

となる。事業者選定時には、物価変動リスクの一部を事業者とする場合、

具体的な費用変動の範囲設定をお願いしたい。 

・資源化物の売却リスクにおいて事業者負担となっているが、本事業におけ

る資源化物は助燃剤であり、助燃剤は売却し、収入が発生する資源化物で

はないと理解できるため、市の負担としていただく、もしくは項目を削除

していただくようお願いしたい。 
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 設問３ （１）  

事業期間（設計・建設期間 令和 6 年度～令和 8 年度）について、ご意見をお聞

かせ下さい。なお、現施設の解体は設計・建設期間には含みません。 

 

事業期間に関する調査結果は「問題ない」の回答が 4 社、「意見・提案がある」の回答が

3 社であった。意見・提案及び内容は、次のとおりである。 

 

 

 

メーカー 意見・提案 

A 社 

（問題ないと回答） 

・約 3 ヶ年必要となる。品質及び安全を担保する為にも、工事期間について

十分な確保をお願いしたい。本件は責任施工となる為、請負者は実施設計

を行う。その後、お客様のご承認を頂いた上で、各種機器類の製作や、建

築確認申請などの土木建築工事の準備に取り掛かる。 

・また近年の働き方改革により、建設業界においても週休二日制を実現する

ため、それ相応の工期を確保するよう国土交通省より通達も出ている。 

・従って、現場着工までの設計・準備期間を約 1 ヶ年、現場工事期間を約 2

ヶ年として契約工期については約 3ヶ年として頂くことを要望する。 

B 社 
・旧施設の地下構造物のボリュームが不明のため、令和 6 年度早々の発注を

お願いしたい。 

C 社 
・工期 36 か月でも非常に厳しい工事工程が想定されるため、発注時期のずれ

込み等による工期短縮がないようにして欲しい。 

  



 

37 

メーカー 意見・提案 

D 社 

（問題ないと回答） 

・問題ないと回答しているが、三ヶ年度(36 ヶ月)で実質着工前の実施設計及

び工事完了後の試運転期間を考慮すると非常に厳しいと想定する。令和 5

年度末までに内定・契約し、令和 6 年度当初から実施設計に着手できるこ

とを要望する。 

・本工事は設計・施工一括の性能発注である。詳細設計着手から工事完成の

期間では、特別の条件がない限りご提示の 3 か年 36 ケ月の期間であれば

問題ないと考える。 

・ただし、発注者(貴市)が工事条件明示するところの地中障害物、アスベス

ト等、工事期間に影響を与えうる事象がある場合は 36 ケ月以上の期間が

必要となる。 

F 社 
・令和 6 年 3月迄に契約し令和 6 年 4月 1 日～令和 9 年 3月 31 日の 36ヶ月

の工期であれば問題ないと考える。 

 

 

 設問３ （２）  

既存施設のトランスには低濃度 PCB の含有があり、その処理を令和 9 年 3月 31 日

に完了する必要があります。処理に掛かる手続期間が必要になることから、事業期

間の短縮が可能かご意見をお聞かせください。 

 

事業期間の短縮に関する各社の工期短縮対策等は次のとおりである。工期短縮は概ね不

可能・困難である。 

 

メーカー 短縮期間 工期短縮対策 低濃度 PCB 対策 

A 社 ― 今後検討する。 

・竣工約 4 ヶ月前に受電する

為、この時点で既設の受電

設備の休止は可能となる

が、懸念事項として既設水

槽等の清掃方法を検討する

必要がある。今後対応策に

ついては検討するが、働き

方改革などにより工事現場

への 4 週 8 閉所ルール適用

も考慮する必要がある為、

設計・準備期間（約 1ヶ年）

及び現場工事期間（約 2 ヶ

年）を考慮した発注時期の

設定を要望する。 

B 社 1 ヶ月 
・地上部を鉄骨構造にする（短

縮期間：約 1 か月） 

・発注前にトランスを交換し

ておく 

C 社 0 ヶ月 

・コロナの影響等もあり無理

な工期短縮は難しく、建設

工事の短縮はできない。 

― 
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メーカー 短縮期間 工期短縮対策 低濃度 PCB 対策 

D 社 0 ヶ月 

・工期短縮については困難と

想定する。よって事前に発

注者にて撤去し処理の手続

を進められることを推奨す

る。 

― 

E 社 0 ヶ月 

・現時点工期短縮は不可能と

考える。PCB 含有トランスを

別途先行処分はできない

か。 

― 

F 社 0 ヶ月 

・既存施設を同一敷地内で運

転しながらの工事であるこ

と、また、建設規模を考慮す

ると工期短縮は不可と考え

る。 

・微量とはいえ PCB の混入が

認められたのであれば対象

機器の使用停止、漏油対策

保管及び早期処分が望まし

いと考える。漏油管理を徹

底しての継続使用は可能で

あるが、今後５年以上の継

続使用のリスクは高いと思

われる。 

・本工事前に新品もしくはリ

ース品に交換し、既存トラ

ンスは処分されることを推

奨する。 

G 社 0 ヶ月 
・現時点では、工期短縮は困難

と考えます。 
― 
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 設問４  

事業期間（運営・維持管理期間 15 年間）について、ご意見をお聞かせ下さい。 

また、予定としている運営・維持管理期間 15年間には大規模修繕（基幹的改良工

事）等の実施は含んでいないと想定していますが、運営・維持管理期間中に大規模修

繕（基幹的改良工事）等を実施しないとした場合、適切な運営・維持管理期間があれ

ばお聞かせ下さい。 

 

調査結果は「問題ない」の回答が 5社、「意見・提案がある」の回答が 2 社であった。意

見・提案及び内容は、次のとおりである。 

 

 

 

メーカー 意見・提案 

A 社 

（問題ないと回答） 

・新施設も稼働後 15年を超えると、毎年の機器整備や補修工事だけでは施設

機能の維持が困難となり、各種設備機器の全面更新や水槽・建屋などの大

規模改修が必要となってくる為、15 年間で老朽化及び周辺状況を見極めた

上で、改めて既設施設の在り方を検討する事が妥当だと考える。 

C 社 

・物価上昇リスクを市側が適正に負担する契約（具体的には物価上昇時に契

約金額がアップされる契約）であれば 15 年でも問題ないと思われる。そう

でない場合は、5 年程度の契約、又は 3～5 年程度で契約金額の見直しがで

きるようにすることが望ましい。 

F 社 

・事業における運営・維持管理期間としては 15年が適切と考える。 

・大規模修繕（基幹的改良工事）等を実施しないとした場合、10 年程度ごと

に長期施設整備計画（15年間分程度）を立て、適正な定期整備・設備等更

新を行うことを前提に 30～35 年程度が適切な運営・維持管理期間と考え

る。 
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 設問５  

本事業を以下の民間活用方式で実施する場合、本事業への参加（応募）の可能性に

ついて、ご意見をお聞かせ下さい。 

また、ＰＦＩ方式については実施可能であるのか、実施可能な場合、参加意向はあ

るのかもお聞かせ下さい 

 

◯ＤＢ（公設）＋Ｏ（長期包括的運営委託）方式 

ＤＢ＋Ｏ方式による場合、本事業に参加（応募）する可能性については、4 社が「参加

したい」、3 社が「条件があえば参加したい」との回答であり、条件としては、「対応人員

の確保」、「業務リスクの最適化」、「参加資格要件の合致」という内容であった。 

 

 

 

メーカー 回答 条件 

A 社 参加したい ― 

B 社 参加したい ― 

C 社 参加したい ― 

D 社 条件があえば参加したい 

・対応人員について確保ができることに加え、民

間事業者の請負う業務リスクが最適化された

場合。 

E 社 条件があえば参加したい 

・参加資格要件が合致する。 

・汚泥再生センターの施工・維持管理実績、配置

技術者の資格要件等 

F 社 参加したい ― 

G 社 条件があえば参加したい 未記入 
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◯ＤＢＯ方式 

ＤＢＯ方式による場合、本事業に参加（応募）する可能性については、4 社が「参加し

たい」、3 社が「条件があえば参加したい」との回答であり、条件としては、「対応人員の

確保」、「業務リスクの最適化」、「参加資格要件の合致」という内容であった。 

 

 

 

メーカー 回答 条件 

A 社 参加したい ― 

B 社 参加したい ― 

C 社 参加したい ― 

D 社 条件があえば参加したい 

・対応人員について確保ができることに加え、民

間事業者の請負う業務リスクが最適化された

場合。 

E 社 条件があえば参加したい 

・参加資格要件が合致する。 

・汚泥再生センターの施工・維持管理実績、配置

技術者の資格要件等 

F 社 参加したい ― 

G 社 条件があえば参加したい 未記入 
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◯ＰＦＩ方式 

ＰＦＩ方式による場合、本事業の実施可能性及び参加（応募）する可能性については、

3 社が「実施可能（参加する予定はない）」、4 社が「実施不可能（参加する予定はない）」

との回答であり、全社「ＰＦＩ方式による場合は参加する予定はない」ことを確認した。 

 

 

 

メーカー 回答 理由 

A 社 
実施可能 

（参加する予定はない） 

・ＶＦＭが相対的に下がり、民間資金を活用する

メリットがないため。 

B 社 
実施不可能 

（参加する予定はない） 

・一般廃棄物処理事業の特性から公共性が高く、

収入が処理費に限られており、資金調達コス

ト、ＳＰＣ設立・運営経費を考慮するとＶＦＭ

が創出しにくいため、民間で資金調達を行うＰ

ＦＩ事業として実施するには不向きだと考え

る。 

C 社 
実施不可能 

（参加する予定はない） 
・金利負担等ファイナンスリスクがある。 

D 社 
実施不可能 

（参加する予定はない） 

・民間で資金調達をする場合、ＤＢＯ方式と比較

してコストメリットがでないものと思料しま

す。また、民間事業者の信用度によって資金調

達金利が変動することに加え、金融機関から各

種手数料を取られるため公共の一般財源措置

が増加するものと考える。 

E 社 
実施可能 

（参加する予定はない） 

・ＳＰＣ設立・運営に係る諸手続きや費用面の負

担が大きいため。 

F 社 
実施不可能 

（参加する予定はない） 

・ＤＢＯ方式と比較して、民間事業者が資金調達

や資金調達に係る金利や施設所有に係る税負

担等の費用が必要となり、経済性で劣るため。

※実施された場合は参加したい。 

G 社 
実施可能 

（参加する予定はない） 
未記入 
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 設問６  

設問５で回答された事業方式の中で最も望ましい（優先的に参加したい）と考え

る事業方式とその理由を相対的な観点からお聞かせ下さい。 

 

調査結果は「ＤＢ＋Ｏ」の回答が 2社、「ＤＢＯ」の回答が 3社、「ＤＢ＋Ｏ又はＤＢＯ」

の回答が 2社であった。その理由は、次のとおりである。 

 

 

 

メーカー 事業方式 理由 

A 社 ＤＢ＋Ｏ又はＤＢＯ 

・汚泥再生処理センターにおいて、ＰＦＩを実施

している事例はない。その要因としては、収益

を見込める程の資源化システムの導入が困難

であり、し尿等の処理料金のみでは、民間事業

者のノウハウを活用し、収益を見込んだ運営を

行う事が出来ない為と考えられる。よって、Ｄ

Ｂ＋Ｏ方式、ＤＢＯ方式を希望する。 

B 社 ＤＢ＋Ｏ 

・建設後の運転・維持管理を長期包括委託するこ

とで、民間活力により地元運転員の継続雇用や

モチベーションの維持、運転管理と整備の連携

による経費削減といったメリットがあるため、

運転管理業務委託に関しては長期包括運営業

務委託を希望する。 

・ＤＢＯ方式でも同様のメリットがあるが、ＳＰ

Ｃ設立、運営経費を考慮すると、本事業の施設

規模ではＶＦＭが創出しにくいためＤＢ＋Ｏ

方式が最も適切だと考える。 

C 社 ＤＢＯ 

・建設から運営まで包括的に受託するため、公設

公営、ＤＢ＋Ｏと比べ長期的な目線から効率化

や合理化を図る事ができ、コスト削減が可能。
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メーカー 事業方式 理由 

D 社 ＤＢ＋Ｏ又はＤＢＯ 

・両方式ともに、長期安定的な収益機会の確保が

できかつ民間事業者側のリスクが最適化され

れば従来方式の契約手続きの簡略化やＰＦＩ

方式の金融機関との煩雑なやりとり等がない

点でメリットがあるものと考える。 

E 社 ＤＢＯ 

・弊社はプラント施工・メンテナンス・維持管理

業務のすべてを実施できる社内体制であるた

め、設計段階から維持管理のノウハウを反映す

るなど、密接な連携関係により、維持管理の合

理化や運営面での工夫を反映できる。 

F 社 ＤＢＯ 

・市(公共)は、長期の運転業務運転管理・用役管

理及び補修を民間事業者に委託することによ

り、ＤＢ＋Ｏ方式と比較して運営を考慮した設

計による省スペース化された施設建設が実現

でき、コスト低減が可能。 

・ＤＢ＋Ｏ方式ではＯの長期包括運営委託を設

計・施工した会社がするとは限らず運営の最適

化が図られない可能性もあるため、ＤＢＯ方式

とし同一事業者にて設計・施工と運営の最適化

を図ることが望ましいと考える。 

・運転管理・用役管理及び補修における民間事業

者の創意工夫による運営の効率化を図ること

ができる。 

・市(公共)の施設運営・補修工事の発注・管理業

務のための人件費を縮減できる。 

G 社 ＤＢ＋Ｏ 

・汚泥性状やし尿・浄化槽汚泥の割合変動が大き

く変わることのリスクがあるため、ＤＢ＋Ｏが

望ましいと考える。 
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 設問７  

各事業手法による設計・建設費、運営・維持管理費・点検・補修費について、通常

の公設公営を採用した場合の費用に比べて削減が見込まれる場合、その削減項目と

理由をお聞かせ下さい。 

なお、設問５のＰＦＩ方式において「実施不可能」と記入された場合は、ＰＦＩ方

式の欄は未記入で結構です。 

 

◯ＤＢ＋Ｏ方式 

ＤＢ＋Ｏ方式にて実施した場合の削減項目は、人件費、点検費及び用役費等の効率化に

よる運営・維持管理費が多い結果となっている。 

 

メーカー 削減項目 削減が見込める理由 

A 社 
運営・維持管理費 

点検・補修費 

・長期包括的運営委託であれば弊社の運営管理の

ノウハウを活かし、創意工夫を持って運営管理

を行えるため、上記費用を削減することが可

能。 

・点検・補修については長期的な計画を立て、運

営管理と一体的に行うことで、補修頻度を減ら

し、経費削減が可能。薬品購入などについても

長期で安定的な取引を行うことで、単価を下げ

ることが可能。長期的に同じ人員を雇い続ける

ことが可能となるため、教育・研修に要する費

用も削減できる。 

B 社 

用役費 

人件費 

点検補修費 

物品費 

・用役費 

：長期安定供給を前提とした価格交渉により薬

剤単価の削減が可能。 

・人件費 

：長期安定雇用が可能であれば、採用活動経費

が削減できる。 

・機器整備費 

：長期雇用で技術レベルが高い運転員との連携

により、削減が可能。 

C 社 運営費 

・運営を長期包括的に契約する事により、運転・

維持管理における事務の効率化や、合理化を図

る事ができる。 
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メーカー 削減項目 削減が見込める理由 

D 社 

設計・建設費 

運営・維持管理費 

点検・補修費 

・設計・建設費 

：＋Ｏも民間事業者にて選定をお考えであれば

建設プラン立案にあたり、割り切った施設配

置検討が可能となるため、建設費の圧縮は可

能と思料する。 

・運営・維持管理費 

：従来方式と比較して、各種発注等に係る人員

および調達費用を最適化することで費用の

縮減は可能と思料する。 

・点検・補修費 

：プラントメーカーの有する知見やノウハウを

活用することにより費用の圧縮がはかれる

ものと思料する。ただし、過度な予算の圧縮

は民間事業者側も限られた予算内で計画を

立案するため、適正な品質確保の観点から提

案価格の下限設定等で適正な予算確保につ

いて検討いただければと考える。 

E 社 運営・維持管理費 

・運営・維持管理性を考慮した設計・建設が可能

となるため、ＬＣＣの削減が図りやすくなる。

例えば自動制御による電気・薬品使用量の削減

や、優れた監視システムの導入等による人件費

の削減が可能となる。 

・また維持管理業務の長期契約により、運転操作

の熟練度向上が図れるため、電気・薬品使用量

などを削減することが可能となる。 

F 社 

人件費 

用役費 

点検・補修費 

・人件費 

：維持管理の経験豊富かつ守備範囲の広い運転

員により、最小限の運転員数とすることがで

きます。市様の人的負担も低減可能。 

・用役費 

：多数の運転実績から、し尿等の量的・質的変

動に対する薬注率や運転手法に対応するこ

とができ、用役費の低減が可能。 

また、弊社が受託している他の運営事業所と

併せて薬剤を一括購入や、長期的に用役供給

業者と契約することで、用役調達費を削減で

きる可能性がある。 

・点検・補修費 

：法定点検等の諸手続きや、ストックマネジメ

ントによる定期点検及び適正な補修を計画

的に実施するため、施設と性能を長期間維持

することが可能。 

G 社 
間接費 

点検・補修費 

・現場管理費及び一般管理費 

・機器補修費 
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◯ＤＢＯ方式 

ＤＢＯ方式にて実施した場合の削減項目は、ＤＢ＋Ｏ方式と同様に、人件費、点検費及

び用役費等の効率化による運営・維持管理費が多い結果となっている。 

 

メーカー 削減項目 削減が見込める理由 

A 社 
運営・維持管理費 

点検・補修費 

・長期包括的運営委託契約を結ぶことで、ＤＢ＋

Ｏと同様に上記費用を削減することが可能で

す。 

B 社 

用役費 

人件費 

点検補修費 

物品費 

・用役費 

：長期安定供給を前提とした価格交渉により薬

剤単価の削減が可能。 

・人件費 

：長期安定雇用が可能であれば、採用活動経費

が削減できる。 

・機器整備費 

：長期雇用で技術レベルが高い運転員との連携

により、削減が可能。 

※しかし別途、ＳＰＣ設立費用、ＳＰＣ人件費が

必要となるためコストメリットは小さいと思

われる。 

C 社 
建設費 

運営費 

・建設から運営まで包括的に受託するため、長期

的な目線から、設計・建設・運営の効率化や合

理化を図る事ができる。 

D 社 

設計・建設費 

運営・維持管理費 

点検・補修費 

・設計・建設費 

：建設プラン立案にあたり、割り切った施設配

置検討が可能となるため、建設費の圧縮は可

能と思料する。 

・運営・維持管理費 

：従来方式と比較して、各種発注等に係る人員

および調達・費用を最適化することで費用の

縮減は可能と思料する。 

・点検・補修費 

：プラントメーカーの有する知見やノウハウを

活用することにより費用の圧縮がはかれる

ものと思料する。ただし、過度な予算の圧縮

は民間事業者側も限られた予算内で計画を

立案するため、適正な品質確保の観点から提

案価格の下限設定等で適正な予算確保につ

いて検討いただければと考える。 

E 社 運営・維持管理費 

・運営・維持管理性を考慮した設計・建設が可能

となるため、LCC の削減が図りやすくなる。例

えば自動制御による電気・薬品使用量の削減

や、優れた監視システムの導入等による人件費

の削減が可能となる。 

・また維持管理業務の長期契約により、運転操作

の熟練度向上が図れるため、電気・薬品使用量

などを削減することが可能となる。 
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メーカー 削減項目 削減が見込める理由 

F 社 

人件費 

用役費 

点検・補修費 

・人件費 

：維持管理の経験豊富かつ守備範囲の広い運転

員により、最小限の運転員数とすることがで

きる。市の人的負担も低減可能。 

・用役費 

：多数の運転実績から、し尿等の量的・質的変

動に対する薬注率や運転手法に対応するこ

とができ、用役費の低減が可能。 

また、弊社が受託している他の運営事業所と

併せて薬剤を一括購入や、長期的に用役供給

業者と契約することで、用役調達費を削減で

きる可能性がある。 

・点検・補修費 

：法定点検等の諸手続きや、ストックマネジメ

ントによる定期点検及び適正な補修を計画

的に実施するため、施設と性能を長期間維持

することが可能。 

G 社 
間接費 

点検・補修費 

・現場管理費及び一般管理費 

・機器補修費 

 

◯ＰＦＩ方式 

ＰＦＩ方式は全社「参加する予定はない」という回答であったが、1 社意見があった。

その意見は、次のとおりである。 

 

メーカー 削減項目 削減が見込める理由 

A 社 なし 

・廃棄物処理事業者は低利の起債及び交付税措置

により公設時の資金調達コストが低い事から、

相対的にＶＦＭが下がる。本事業は「循環型社

会形成推進交付事業」及び、「起債対象事業」と

する事が可能である為、財政上の実負担額が小

さく、民間資金を活用するメリットがない。ま

た、「自治体の起債金利」は「民間の資金調達金

利」より有利であり民間資金を活用するメリッ

トがない。 
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 設問８  

貴社が希望する資源化方式について、ご意見をお聞かせ下さい。 

 

調査結果は「助燃剤化」の回答が 6 社、「助燃剤化又はたい肥化」の回答が 1 社であり、

その理由は、次のとおりである。 

各社の回答より助燃剤化で問題ないといえる。 

 

 

 

メーカー 資源化方式 理由 

A 社 助燃剤化 

・高効率脱水機を採用することで、し尿処理施設

に不可欠な脱水設備を資源化設備とすること

ができる。その為、ライフサイクルコストの低

減と運転管理の簡略化を図ることが可能。 

B 社 助燃剤化 

・助燃剤化方式は、ごみ焼却施設で可燃ごみと混

焼することで補助燃料を必要としないため、エ

ネルギーコスト低減とＣＯ２削減に効果があ

る。他の資源化方式と比較してもコスト（ラン

ニングコストも含む）及びリスクが低く、特別

な理由がない限り最も望ましい資源化方式だ

と考る。 

C 社 助燃剤化 
・設備の構成が簡素であり、保守点検が容易であ

るため。 
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メーカー 資源化方式 理由 

D 社 助燃剤化 

・処理方式がもっともシンプルになるため、受入

先が安定的に確保できるのであれば設備費・修

繕費共に最もコストパフォーマンスが高いも

のと思料する。 

・汚泥再生処理センターに係る資源化設備は交付

金を受けるための最重要設備であり、今回のご

計画のポイントであると考える。今後のご検討

において提案ですが、災害時の継続運用の視点

に加え、近年の採用実績(傾向)を踏まえた脱水

システムについても比較評価いただくことが

市にとって安心してご発注をいただける内容

になるものと考える。必要に応じて実運用施設

のご視察や安定稼働状況の確認。採用実績の乏

しいものに関しては、実際の運用状態のヒアリ

ングを行っていただくことが重要だと考える。

E 社 助燃剤化 

・助燃剤化施設で実績のある弊社低含水率型遠心

脱水機を活用することが可能となり、その性能

を詳細に把握することができることから、より

効率的な施設の提案が可能となるため。 

F 社 助燃剤化 

・他の資源化方式である堆肥化やリン回収と比べ

て、ごみ焼却施設への継続的な搬入・処理が見

込めるのであれば、資源化物の有効活用が確実

であると考える。 

G 社 助燃剤化又はたい肥化 
・焼却炉側で受け入れ可能であれば、助燃材化が

望ましいと考える。 
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 設問９  

その他本事業について、ご意見をお聞かせ下さい。 

 

各社の意見は次のとおりである。 

 

メーカー 意見 

A 社 

・最低制限価格または、基準価格の設定（イニシャルコスト・ランニングコ

スト）ダンピング受注は建設工事の品質低下を招くだけでなく、下請企業

（地元企業）や労働者へのしわ寄せ、安全管理の不徹底に繋がりやすく、

ひいては下請企業（地元企業）の若手教育及び確保が困難となる。 

・また、新施設稼働後の貴市の費用負担軽減を考慮した場合、実現性に乏し

い価格を提示する可能性があることから、ランニングコストにおいても未

然にダンピングを防止する必要がある為、最低制限価格や基準価格の設定

を要望する。 

B 社 意見なし 

C 社 意見なし 

D 社 

・旧施設の撤去につきまして、提供いただいた図面から相当量残置されてい

るものと思料する。3 か年の工期内に着実に新設工事の施工を完了するた

めに、事前準備として本工事発注前に別途解体撤去工事を先行してご発注

いただき工事用地の確保をいただけますようご検討をお願いしたい。 

E 社 

・コロナ環境下による世界情勢の変化により、様々な資材が年々高騰してい

る。そのような状況にご理解をいただき、設計・建設段階における大きな

物価上昇については、協議の対象としていただけることを望む。 

・技術提案レベル確保のためには定量化限度額の設定が必要と考える。 

F 社 

・最近の一般廃棄物処理施設整備事業の入札では、安心・安全な施設運営を

行うため及び確実な地元貢献・活用を行うために価格評価において定量化

限度額を設ける事例が多数見受けられる。 

・本事業でも事業期間にわたって安心・安全な運営を行うために、価格面で

のダンピングを避けて最適な提案ができるよう、定量化限度額を設けてい

ただきたい。 

・民間事業者のノウハウを最大限活用するために、事業者募集の段階で、現

地見学、既設処理場見学または対面的対話、既設情報開示（地元事情）な

ど、市との意見交換の場を設けていただきたい。 

・ＤＢ＋Ｏ方式について、プラントメーカーは当初より運営事業の効率化を

視野に入れて建設工事（延命化工事含む）を行うため、建設工事と運営業

務を切り離した運営事業者の選定とならないように配慮をお願いしたい。

・委託費の支払条件として平準化を指示される場合、主要機器の更新が重な

る年度にてコストが委託費を上回ることが予想されますが、2021 年度から

新しい収益認識に関する会計基準が適用され、年度ごとに収支を計上する

ことが必要になっている。該当年度においても運営事業者が赤字を計上し

ないためには、従来よりも委託費の上昇が必要になる。よって委託費は平

準化するのではなく各年度毎の変動を許容していただくことで、余分な委

託費を削減し、ＶＦＭの向上につながると考える。一方、年度ごとの委託

費の金額差を極力少なくするよう事業者側にも創意工夫が求められること

と理解している。 

G 社 意見なし 
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第5章 定量的評価 

検討対象とした従来方式及び民間活用方式について、「ＰＦＩ導入可能性調査の視点」の

一つである「（３）定量的評価（ＶＦＭシミュレーションによる経済性評価）」を行った。 

 

1．ＶＦＭシミュレーションの考え方 

公設公営方式（従来方式）に対して民間活用方式を導入した場合、どれほどの財政支出削

減（以下「ＶＦＭ」という。）が期待できるかを金額的に試算する。その際、民間事業者の

事業採算性も併せて試算し、事業の実現性を評価する。 

なお、本ＶＦＭシミュレーションは、国土交通省が公表した「ＶＦＭ簡易算定モデル（平

成 20.９.16 改訂版）※」の考え方に基づくものである。 

※「優先的検討規定（平成 29.３）」に基づき公表された新「ＶＦＭ簡易算定モデル（平成29.４）」は、

行政職員を中心に多くが利用できるよう、原型の「ＶＦＭ簡易算定モデル（平成 20.９.16 改訂版）」

を部分的に改訂（入力項目の拡大、参考値の提示、会計・税務処理等の簡略化など）したものである

ため、原型を採用した。 

 

ＶＦＭについて 

（１）ＶＦＭ試算 

「ＰＳＣ」と「ＬＣＣ」を比較し、差額及び削減率を試算する（図 5-1 のとおり）。 

・ＰＳＣ：従来方式「公設公営」における市の財政支出見込額 

・ＬＣＣ：民間活用方式における市の財政支出見込額 

 

（２）民間事業者の事業採算性の確保 

事業採算性の期待値を評価する財務指標（ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲ、ＤＳＣＲ等）が一定レ

ベル以上満たされることが必須であることから、ＶＦＭ試算の中で民間活用方式ごとに試

算する。 
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従来方式
（PSC）

民間活用方式
（LCC）

リスク調整費

税金・配当金

運営・
維持管理費

設計・建設費

支払利息
支払利息

設計・建設費

運営・
維持管理費

　ＶＦＭ　

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1 ＶＦＭの概念図 

 

本ＶＦＭシミュレーションの手順 

本ＶＦＭシミュレーションは、以下に示す手順で行う（図 5-2 のとおり）。 

（１）事業スキームの設定 

「第 3章 1．事業手法の抽出・設定」を用いた。 

 

（２）各費用の設定 

「第 4 章 事業参入意向調査、取りまとめ」で徴した事業費を基に各費用を設定する。 

 

（３）事業費の算定 

上記（２）を基に「ＰＳＣ」及び「ＬＣＣ」の事業費を算定し、設定する。 

 

（４）算定条件の設定 

「ＰＳＣ」及び「ＬＣＣ」において、財源及び資金調達、民間事業者の収支等があり、

それぞれの算定条件を設定する。「ＬＣＣ」においては、財務指標（ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲ、

ＤＳＣＲ等）が一定レベル以上満たされるか、試算する。 

 

（５）ＶＦＭ算定 

上記（３）事業費の算定から、「ＬＣＣ」の場合は民間事業者の事業採算性も同時に達成

されることを織り込み、「ＰＳＣ」と「ＬＣＣ」の比較により、ＶＦＭを算定する。 

 運営・維持管理費（民間活用方式） 
民間企業の経営ノウハウを活かし、効率的な管理運

営を創造することで費用の削減が可能である。 
 

 設計・建設費（民間活用方式） 
仕様発注に対し、性能発注であるため、創意工夫によ

り費用の削減が可能である。 
 

 支払利息（民間活用方式） 
支払利息（民間活用方式）≧ 支払利息（従来方式）

民間資金を調達する場合は、公共の起債金利より、民

間の銀行借入金利の方が割高である。 
ただし、民間資金を調達しないＤＢＯは、従来方式と

同じ公共の起債金利のため、従来方式と同額である。
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図 5-2 ＶＦＭシミュレーションの手順 

  

事業スキームの設定

ＬＣＣの算定

事業費の算定

民間事業者(ＳＰＣ)
の事業採算性分析

(キャッシュフロー分析)

財務指標の評価
PIRR. EIRR. DSCR

事業費の算定

ＰＳＣの算定

算定条件の設定

ＶＦＭ算定
（シミュレーション）

NO

YES

ＬＣＣの場合ＰＳＣの場合

算定条件の設定

市場調査

各費用の設定
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2．各費用の設定 

「第 4章 事業参入意向調査、取りまとめ」において徴収した各調査対象者の事業費を基

に、各費用を設定する。 

なお、ＰＦＩ方式については、各費用の設定は行わず、対象から除外する。除外とした理

由は、全ての調査対象者が「参加する予定はない」と回答したこと及び導入事例がないため

である。 

 

【対象】 

事業方式 

公設公営 

ＤＢ＋Ｏ 

ＤＢＯ 

 

【対象外】 

事業方式 

ＰＦＩ－ＢＴＯ 

ＰＦＩ－ＢＯＴ 

ＰＦＩ－ＢＯＯ 

 

設計・建設費（期間：3 年間） 

各調査対象者の事業費の中間 4者平均とする。 

 

運営費（期間：15 年間） 

（１）人件費 

ＰＳＣの人件費は「し尿処理と用役費 調査レポート」（環境施設維持管理業協会）の施

設管理費アンケート調査結果の算定式より算定する。 

ＬＣＣの人件費は、各調査対象者の事業費の中間 4 者平均とし、職種別に金額内訳がな

いため、人件費を人数で除した金額を全職種に適用する。 

なお、ＤＢ＋ＯとＤＢＯは同額であった。 

１）「ＰＳＣ」の場合 

・市人件費：管理部門（所長）      ：9,042 千円 

運転部門（運転員）     ：8,184 千円 

維持管理部門（維持管理員） ：8,184 千円 

・要員：下記を想定 
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２）「ＬＣＣ」の場合（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ） 

・民間人件費：管理部門（所長）      ：7,000 千円 

運転部門（運転員）     ：7,000 千円 

維持管理部門（維持管理員） ：7,000 千円 

・要員：下記を想定 

 ＰＳＣ ＬＣＣ（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ）

管理部門 

（所長） 
1 名/年 1 名/年 

運転部門 

（運転員） 
4 名/年 4 名/年 

維持管理部門 

（維持管理員） 
4 名/年 4 名/年 

人件費 
74,514 千円/年 63,000 千円/年 

1,117,710 千円/15 年 945,000 千円/15 年 

 

（２）用役費【運転費】 

主に電気・水道等のユーティリティーや薬品代である。 

ＰＳＣの用役費【運転費】は各調査対象者の事業費の中間 4者平均とする。 

ＬＣＣの用役費【運転費】は各調査対象者の事業費において設定されていた一定割合の

縮減（ＰＳＣ「100％」：ＬＣＣ「98％」）とし、以下のとおりとする。 

なお、ＤＢ＋ＯとＤＢＯは同額であった。 

 ＰＳＣ ＬＣＣ（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ）

用役費【運転費】 1,560,000 千円/15 年 1,528,800 千円/15 年 

 

（３）点検整備費【維持管理費】 

主にプラント機器の点検、補修、更新等であり、各調査対象者の事業費の中間 4者平均

とし、以下のとおりとする。 

なお、ＤＢ＋ＯとＤＢＯは同額であった。 

 ＰＳＣ ＬＣＣ（ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ）

点検整備費 

【維持管理費】 
1,342,000 千円/15 年 1,274,900 千円/15 年 

 

3．事業費の算定 

各事業費の算定 

「2．各費用の設定」の整理に基づき、設計・建設費（3 年間）及び運営管理費（15年間）
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を算定すると以下のとおりである。 

（１）事業費 

事業費は、各調査対象者の事業費に基づき、表 5-1 のとおり設定する。 

 

表 5-1 事業費の設定 

 

 

（２）工事進捗率の設定 

工事進捗率は、各調査対象者の事業費に基づき、表 5-2 のとおり設定する。 

 

表 5-2 工事進捗率 

項目 
進捗率

（％）
備考 

プ
ラ
ン
ト
工
事 

１年度（調査・建設） 0％

配管設備工事含む ２年度（建設） 34％

３年度（建設・試運転） 66％

土
木
・
建
築
工
事

１年度（調査・建設） 19％

解体・付帯工事・その他

工事含む 
２年度（建設） 50％

３年度（建設・試運転） 31％

単位：千円

単価等 単価等 単価等

5,631,000 － 5,405,760 － 5,349,450 －

人件費 1,117,710 74,514 945,000 63,000 945,000 63,000

運転費 1,560,000 104,000 1,528,800 101,920 1,528,800 101,920

維持管理費 1,342,000 89,467 1,274,900 84,993 1,274,900 84,993

4,019,710 267,981 3,748,700 249,913 3,748,700 249,913

9,650,710 9,154,460 9,098,150

設計・建設費
（３年間）

運営管理費
計

（１５年間）

総事業費　合計

費目
公設公営（ＰＳＣ） ＤＢ＋Ｏ ＤＢＯ
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（３）維持管理費の経年推移 

維持管理費は、施設の稼働年数が経つほど整備・補修等が必要となるため増加する傾向

にある。そのため、本ＶＦＭシミュレーションでは、5年間隔で区切って算定し設定した。 

 

表 5-3 維持管理費５年ごとの内訳（ＰＳＣ） 

 
各維持管理費 

（千円） 

５年間の年平均 

（千円/年） 

割合 

（％） 

令和 9～13 年度 291,000 58,200 22％

令和 14～18 年度 478,000 95,600 36％

令和 19～23 年度 573,000 114,600 42％

合計 1,342,000 100％

 

表 5-4 維持管理費５年ごとの内訳（ＬＣＣ） 

 
各維持管理費 

（千円） 

５年間の年平均 

（千円/年） 

割合 

（％） 

令和 9～13 年度 280,480 56,096 22％

令和 14～18 年度 458,965 91,793 36％

令和 19～23 年度 535,460 107,092 42％

合計 1,274,900 100％

 

（４）その他の事業費 

１）ＰＳＣ 

費目 金額（千円） 備考 

施工監理費 90,000 
30,000 千円×３年間（建設期

間）、実勢相場 

 

２）ＤＢ＋Ｏ 

費目 金額（千円） 備考 

アドバイザー費 60,000 
事業者選定の支援業務（２回）、

実勢相場 

施工監理費 60,000 

事業者のセルフモニタリングを

前提 

20,000 千円×３年間（建設期

間）、実勢相場 

発注者のモニタリ

ング費 

＜運営期間＞ 

105,000 

事業者のセルフモニタリングを

前提 

7,000 千円（職員平均賃金）×

１人×15年間（運営期間） 
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３）ＤＢＯ 

費目 金額（千円） 備考 

アドバイザー費 30,000 
事業者選定の支援業務、実勢相

場 

施工監理費 60,000 

事業者のセルフモニタリングを

前提 

20,000 千円×３年間（建設期

間）、実勢相場 

発注者のモニタリ

ング費 

＜運営期間＞ 

105,000 

事業者のセルフモニタリングを

前提 

7,000 千円（職員平均賃金）×

１人×15年間（運営期間） 

 

４）ＳＰＣの事務管理費 

ＤＢ＋Ｏ、ＤＢＯ：「2,000 千円/年」＝事務管理委託費、税理士報酬・監査報酬等 

ＳＰＣ利益（税引前）に含む 

 

4．算定条件の設定 

割引率 

割引率とは、現在価値化する（将来の金額を現在の貨幣価値に引き直す）際に用いられる

割合のことである。 

本事業においては、近年の社会情勢を反映した「長期国債利回り」「消費者物価指数」等

の推移に鑑み、現在と将来の貨幣価値は変わらないものとして算定する。 

・割引率は「ゼロ」とし現在価値化は行わない。 

 

インフレ率 

インフレ率は、一般的には消費者物価指数の平均値を勘案して設定する。 

消費者物価指数（全国）の前年同月比の推移は、表 5-5 及び図 5-3 に示すとおりである。 
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表 5-5 消費者物価指数（全国）の前年同月日の推移 

 

 

注）各基準年の公表値による 

資料：総務省「消費者物価指数」（ホームページ） 

図 5-3 消費者物価指数（全国）の前年同月比の推移 

 

・インフレ率は、近年の社会情勢を反映した「消費者物価指数」等の推移に鑑み、 

「０％」とする。 

 

基準年 

基準年は、事業開始年度と供用開始年度のどちらにするという規定等はないが、本ＶＦＭ

シミュレーションでは下記のとおり設定する。 

・基準年は事業開始年度とする。 

 

単位：％

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 平均

2011年 -0.8 -0.8 -0.7 -0.2 -0.1 -0.2 0.1 0.2 0.2 -0.1 -0.2 -0.1 -0.23

2012年 -0.1 0.1 0.2 0.2 -0.1 -0.2 -0.3 -0.3 -0.1 0 -0.1 -0.2 -0.08

2013年 -0.2 -0.3 -0.5 -0.4 0 0.4 0.7 0.8 0.7 0.9 1.2 1.3 0.38

2014年 1.3 1.3 1.3 3.2 3.4 3.3 3.3 3.1 3 2.9 2.7 2.5 2.61

2015年 2.2 2 2.2 0.3 0.1 0.1 0 -0.1 -0.1 -0.1 0.1 0.1 0.57

2016年 -0.1 0 -0.3 -0.4 -0.4 -0.4 -0.5 -0.5 -0.5 -0.4 -0.4 -0.2 -0.34

2017年 0.1 0.2 0.2 0.3 0.4 0.4 0.5 0.7 0.7 0.8 0.9 0.9 0.51

2018年 0.9 1 0.9 0.7 0.7 0.8 0.8 0.9 1 1 0.9 0.9 0.88

2019年 0.8 0.7 0.8 0.9 0.8 0.6 0.6 0.5 0.3 0.4 0.5 0.7 0.63

2020年 0.8 0.6 0.4 -0.2 -0.2 0 0 -0.4 -0.3 -0.7 -0.9 -1 -0.16

2021年 -0.7 -0.5 -0.3 -0.9 -0.6 -0.5 -0.2 0 0.1 -0.40

0.40
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消費税 

消費税は、その時の政策や社会情勢によって変動する。本ＶＦＭシミュレーションでは、

不確定要素であるため除外する 

・消費税は、税抜きで算定する。 

 

開業準備費 

（１）行政側について 

行政側の開業準備費は、事業方式に関わらず必要な費用であることから、本ＶＦＭシミ

ュレーションでは考慮しない。 

（２）民間側について 

民間側の開業準備費は、銀行へのヒアリングにより、ＳＰＣ設立費、運営準備費、司法

書士報酬、弁護士報酬、収入印紙、経理費・監査費、諸経費、開業前人件費等を設定する。 

・ＤＢ＋Ｏ及びＤＢＯの場合： 50,000 千円（銀行関連費を除く） 

 

地方債の起債金利 

三重県債「利率：0.80％」に基づき、運営管理期間 15年間に合せて「利率：0.80％（３

年据置 15年償還）」として設定する。 

【考え方】 

①一般的にＶＦＭシミュレーションでは、比較する各事業方式における条件設定を同

一とすることが前提となっており、償還完了（起債）は運営管理期間終了に合せる。 

②償還期間が長くなれば、期間スプレッドが上乗せとなり利率は通常高くなると考え

られるが、三重県債は、現状、十分高い水準にあると評価できる。 

・三重県債「利率：0.80％（３年据置 15 年償還）」とする。 

 

建中金利 

民間事業者は、調達した資材等の支払いをする必要があるが、手元に資金がない場合、実

務的には資金繰りとして短期的な借入が必要となる。この場合に「建中金利」が発生する。 

本ＶＦＭシミュレーションの場合、設計・建設資金は、期間中、工事進捗率に応じて出来

高支払いされると仮定しているため、短期借入を考慮する必要性が低い。 

・建中金利は、考慮しない（実際仮に部分的に必要が生じた場合でも、出資金もしくは 

構成企業の一時拠出を仮定する）。 
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ＳＰＣの資本金（出資金） 

資本金は、多いほど借入金額（支払金利）を抑える効果はあるが、構成企業自身の負担が

増大するため「ＳＰＣ」を組成する意義が薄れる。したがって、本ＶＦＭシミュレーション

では、主にＳＰＣ設立に要する「開業準備費」がカバーできる同額を資本金として設定する。 

・ＳＰＣの資本金（出資金）＝開業準備費 

 

運営業務の単価（運営委託費） 

運営業務の対価（運営委託費）は、運営業務における費用に加え、ＳＰＣの事業継続に必

要な一定の収益水準が確保可能となるＳＰＣ利益額（税引前）を加算して設定する。本ＶＦ

Ｍシミュレーションでは、以下のように設定した。 

・運営業務の対価（運営委託費）におけるＳＰＣ利益額（税引前）は、事業期間にわた 

るＳＰＣのＬＣＣ収支上の財務指標（ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲ、ＤＳＣＲ）が、ＳＰＣが 

期待する一定レベルを満たすようにＶＦＭシミュレーションを繰り返し計算して設定 

する。 

 

法定実効税率 

ＳＰＣの利益にかかる法人税等の法定実効税率は、法人税率、法人住民税率、法人事業税

率により、以下の算定式により設定する。 

 

法人税率＋法人住民税率＋法人事業税率 

１＋法人事業税率 

 

・法人住民税率＝法人税率×（地方法人税率＋都道府県税率＋市町村税） 

 

出典「ＶＦＭ簡易算定モデルマニュアル」 

(https://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/kanminrenkei/sosei_kanminrenkei_fr1_0000

53.html) 

 

法定実効税率の各税率は表 5-6 のとおりである。 

  

・法定実効税率＝ 
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表 5-6 法定実効税率の各税率 

項目 税率 備考 

前提条件 

平成 31 年４月１日以降 

資本金１億円超、３月決算

会社を前提 

 

法人税率 23.2％  

地方法人税率 10.3％  

都道府県税率 1.8％  

市町村税 7.2％  

法人事業税率（所得割） 7％ 年 800 万円を超える所得 

注）：法人税率：出典「国税庁ＨＰ 法人税の税率」 

(https://www.nta.go.jp/taxes/shiraberu/taxanswer/hojin/5759.htm) 

地方法人税率：出典「国税庁ＨＰ 地方法人税の税率の改正のお知らせ」 

(https://www.nta.go.jp/publication/pamph/hojin/chihou_hojin/01.htm) 

都道府県税率：県民税：出典「三重県ＨＰ 県税のページ 法人県民税」 

(https://www.pref.mie.lg.jp/ZEIMU/HP/16338017882.htm) 

市町村税：市民税：出典「鈴鹿市ＨＰ 税金 法人市民税」 

(https://www.city.suzuka.lg.jp/life/benri/5110.html) 

法人事業税率：出典「三重県ＨＰ 県税のページ 法人事業税」 

（http://www.pref.mie.lg.jp/ZEIMU/HP/16336017880.htm） 

 

・本シミュレーションでの法定実効税率は「32.4％」と設定した。 

 

ＳＰＣの株主への配当 

株主への配当は、一般企業では利益分配を期ごとに行うが、内部留保を厚くしたい場合は

無配とする場合もある。本事業の事業類型はサービス購入型であり、ＳＰＣに大きな利益が

発生するものではないため、期ごとの配当は行わず事業終了時点で一括清算するものとす

る。 

 

ＳＰＣにおける財務指標の評価 

本ＶＦＭシミュレーションにおいて、一定レベル以上の事業採算性が確保されなければ、

実際の事業推進に際し、民間事業者の参入の実現は極めて困難となることが予測され、民間

活用方式自体が実施できなくなる怖れがある。 

このため、民間活用方式のＬＣＣ算定においては、民間事業者の事業採算性も同時に達成
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されることが必須である。 

事業採算性を図る財務指標としては、「ＰＩＲＲ、ＥＩＲＲ、ＤＳＣＲ」が用いられる。 

（１）ＥＩＲＲ（Equity Internal Rate of Return） 

ＥＩＲＲは、資本金と、元利返済後当期利益の現在価値の合計額とが等しくなるような

期待利益率をいう。 

出資者にとっての投資採算性（投資利回り）を検証する指標で、（他の投資選択肢と比較

して）出資者の「投資判断基準」を上回っていれば、民間事業者にとって、事業への参加

インセンティブがある事業と評価できる。 

【計算式】 

Ｃａｐ＝Σ（Ｃｅｎ/（1＋ｒe）ｎ） 

Ｃａｐ：出資元金 

Ｃｅｎ：ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価－融資元本償還額 

＝（利息支払後）当期損益＋出資元金 

ｒｅ ：期待利益率（ＥＩＲＲ） 

【評価の目安】 

本事業はリスクが高い事業であるため、「３％」以上あれば出資するメリットがあ

るものと判断する。 

 

（２）ＰＩＲＲ（Project Internal Rate of Return） 

ＰＩＲＲは、初期投資（設計・建設）額と、元利償却前当期利益の現在価値の合計額と

が等しくなるような期待利益率をいう。事業そのものの採算性（投資利回り）を検証する

指標で、事業期間全体の金銭収支が等しくなる率として算定される。 

これは事業への期待利回りであり、「（資金）調達コスト率」を上回れば、民間事業者及

び金融機関にとって、事業参加へのインセンティブがある事業と評価できる。 

ＰＩＲＲは、投資額の大部分を占める借入金が分母に算入される利率であるため、ＥＩ

ＲＲより低く「借入金利」に近似する期待利益率となる。 
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【計算式】 

Ｉ＝Σ（Ｃｎ/（1＋ｒ）ｎ） 

Ｉ ：初期投資（設計・建設費）額＝（出資＋借入）元金 

Ｃｎ：ｎ年目の税引後当期損益＋割賦原価＋支払利息 

＝（出資＋借入）元金＋（当期損益＋支払利息） 

ｒ ：期待利益率（ＰＩＲＲ） 

【評価の目安】 

ＰＩＲＲが借入金利以上あれば事業に採算性があるものと判断する。 

 

（３）ＤＳＣＲ（Debt Service Coverage Ratio） 

ＤＳＣＲは、一般的な定義としては各事業年度において元利償却前当期利益を元利返済

額で除した値である。事業により生み出されたキャッシュフローの元利返済に対する余裕

度をみる指標で、金融機関からみた事業の安全性を評価することができる。 

【計算式】 

ＤＳＣＲｎ＝Ｃｄｎ/（Ｐｎ＋Ｉｎ） 

Ｃｄｎ：ｎ年目の元利償却前当期利益当期損益 

＝税引後当期損益＋支払利息＋割賦原価 

（＝融資・出資元金） 

Ｐｎ ：ｎ年目の融資元本返済額 

Ｉｎ ：ｎ年目の融資支払利息額 

【評価の目安】 

各事業年度のＤＳＣＲが1.0以上あれば、事業者の返済能力があるものと判断する。 

 

5．本ＶＦＭシミュレーションの試算結果 

算定条件及び試算結果は、表 5-7～表 5-9 のとおりである。 

なお、本ＶＦＭシミュレーションにおいては、ＰＦＩ方式は対象外としており、金利（民

間融資）は使用しないことから、ＰＩＲＲ及びＤＳＣＲについて検証は行わない。 
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表 5-9 ＶＦＭシミュレーション結果 

 

  

事業費内訳

項　　目 単位 PSC DB+O DBO 備考

設計・建設費① 千円 5,631,000 5,405,760 5,349,450

運営管理費（15年間）② 千円 4,019,710 3,748,700 3,748,700

アドバイザー費③ 千円 0 60,000 30,000

施工監理費④ 千円 90,000 60,000 60,000

モニタリング費（建設・運営）⑤ 千円 0 105,000 105,000

事業費⑥（=①～⑤） 千円 9,740,710 9,379,460 9,293,150

金利（起債）⑦ 千円 279,136 267,737 264,820

金利（民間融資）⑧ 千円 - - -

税金（法人税等）⑨ 千円 0 30,132 30,132

SPC税引後利益（15年間）⑩ 千円 0 62,868 62,868

総事業費⑪（=⑥～⑩） 千円 10,019,846 9,740,197 9,650,970

交付金(-) 千円 ▲ 1,304,000 ▲ 1,258,300 ▲ 1,249,000

財政支出見込額（実額） 千円 8,715,846 8,481,897 8,401,970

財政支出見込額の削減結果

項　　目 単位 PSC DB+O DBO 備考

Ａ：ＰＳＣ 千円 8,715,846 8,715,846 8,715,846

Ｂ：ＬＣＣ 千円 - 8,481,897 8,401,970

Ｃ：財政負担削減額（A-B） 千円 - 233,949 313,876

Ｄ：財政負担削減率（Ｃ/Ａ×１００） ％ - 2.7% 3 .6%

民間事業者の事業採算性結果

財務指標 単位 PSC DB+O DBO 備考

ＰＩＲＲ ％ - - - 　≧　借入金利+α　％

ＥＩＲＲ ％ - 3.0% 3 .0% 　≧  3　％ 

　　　　　　ＤＳＣＲ（平均） - - - 　≧ 1.0

　　　　　　ＤＳＣＲ（最低） - - - 　≧ 1.0

（設計・建設費①の財源内訳）

項　　目 単位 PSC DB+O DBO 備考

ア．交付金 千円 1,304,000 1,258,300 1,249,000

イ．起債 千円 3,636,400 3,488,000 3,450,000

ウ．一般財源 千円 690,600 659,460 650,450

エ．民間資金（融資） 千円 - － -

合計 千円 5,631,000 5,405,760 5,349,450
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【まとめ】 

財政負担削減率は、ＤＢＯが優位である。 

ＤＢ＋Ｏ ：2.7％ 

ＤＢＯ  ：3.6％ 

 [差が開いた主な理由] 

・ＤＢ＋ＯとＤＢＯでは、設計・建設費及び事業者選定に係るアドバイザー費の差に

より差が開いた。 
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第6章 定性的評価 

定性的評価は、「第 2章 事業手法検討に係る基礎調査」を踏まえ、「ＰＦＩ導入可能性調

査の視点」の一つである「（４）定性的評価（ＰＦＩ方式等の導入に伴う公共サービスの質

的向上評価）」を行った。 

評価項目と評価の視点は表 6-1 のとおりである。 

 

表 6-1 定性的評価の視点 

評価項目 評価の視点 

住
民
の
安
心
安
全
性 

運転状況の監視 
民間事業者が公共性を重視し、市が「公共施設等の管理者

等」として運転状況の監視・コントロールに関われるか。

地域住民の理解 
事業主体の違いにより、住民の理解度がどのように変化す

るか。 

経
済
性
・
効
率
性 

行政事務手続きの簡素化 運営時における行政手続きが簡素化できるか。 

設計・建設と運営・維持管

理の総合連携 
民間事業者の創意工夫・ノウハウを活用した運転管理がで

きるか。 

財
政
負
担 

建設費に対する財政支出

の平準化 
設計・建設費の財政負担について、毎年度の予算を平準化

ができるか。 

事業変動のリスク 
設計・建設工事及び運営管理時のリスク管理における役割

が明確であるか。 

安
定
的
な
事
業
運
営 

事業実施の透明性 
民間事業者の選定、事業の進め方に十分な透明性、公平性

を確保できるか。 

計画的かつ柔軟な維持管

理・運営 
臨機応変な判断や迅速な対応が可能な体制であるか。 

災害等の緊急時対応 同上 

 

定性的評価の結果は、表 6-2 のとおりである。 
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表 6-2 定性的評価の結果（1/3） 

評価項目 
従来方式 民間活用方式 

公設公営（直営） ＤＢ＋Ｏ ＤＢＯ 

住
民
の
安
心
安
全
性 

運転状況の

監視 

◎ ◯ ◯ 
市自らが、運転状況を

監視するため、住民の

安心感は高い。 

民間事業者によるセ

ルフモニタリングが

前提となるため、直接

監視できない分、市に

よる運転状況の監視

コントロールがやや

困難となる。 

同左 

地域住民の

理解 

◎ ◯ ◯ 
建設・運営において市

が事業主体となるこ

とから、住民の安心感

は高いと考えられる。 

建設においては、市が

事業主体となるため、

住民の安心感は高い

と考える。運営時は、

民間事業者が主体と

なることから、経済性

が重視されると懸念

され、住民に不安を与

える可能性がある。市

の適切な関与や監視

体制を整えることで

安全性を確保し、理解

を得る必要がある。 

同左 

経
済
性
・
効
率
性 

行政事務手

続きの簡素

化 

△ ◯ ◎ 
運営業務は、複数の個

別業務が存在してお

り、業務ごとに予算化

し単年度ごとに個別

発注していく手間が

生じる。 

ＰＦＩ法に準拠した

包括委託となり、業務

全体を一括発注する

ため、契約等の手続き

が簡素化される。 
ただし、個々の契約に

連携を図る必要があ

り、契約体系がやや複

雑となる。 

ＰＦＩ法に準拠した

包括委託となり、業務

全体を一括発注する

ため、契約等の手続き

が簡素化される。 

設計・建設

と運営・維

持管理の総

合連携 

△ ◯ ◎ 
市は、事業計画に沿っ

た仕様を定め、民間事

業者に施設の設計・建

設を請負わせ、自ら施

設の運営・維持管理を

行う。 

市は、事業計画に沿っ

た性能水準を定め、民

間事業者に設計・建設

を請負わせ、運営は民

間事業者に委託する

ことから、創意工夫・

ノウハウを活用した

効率的な業務が可能

である。 

市は、事業計画に沿っ

た性能水準を定め、民

間事業者が、設計・建

設及び運営を一括し

て行うことから、創意

工夫・ノウハウを活用

した効率的な業務が

可能である。 

注）◎：優れている ◯：普通 △：課題あり 
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表 6-2 定性的評価の結果（2/3） 

評価項目 
従来方式 民間活用方式 

公設公営（直営） ＤＢ＋Ｏ ＤＢＯ 

財
政
負
担 

建設費に対

する財政支

出の平準化 

◯ ◯ ◯ 
建設工事時の一括支

払となるが、キャッシ

ュフローでは起債償

還により平準化がで

きる。 

同左 同左 

事業変動の

リスク 

◯ ◯ ◯ 
事業主体が市である

ため、市自らがすべて

のリスクを負担する

こととなるが、市とし

ては自らの判断で独

自の対応が可能とな

る。 

想定される様々なリ

スクに対応するため、

契約時に民間事業者

と市とのリスク分担

を明確にすることに

より、事業変動リスク

の抑制が期待できる。

想定外のリスクが発

生した場合、民間事業

者と十分な協議が必

要となる。 

同左 

安
定
的
な
事
業
運
営 

事業実施の

透明性 

◎ ◎ ◎ 
情報公開条例などを

念頭におき、透明性、

公平性等の確保に配

慮したものとなる。 

ＰＦＩ法で定める事

業実施プロセスに準

じて行うことから、実

施方針、特定事業の選

定及び事業者選定の

公表を行う必要があ

り、事業者選定過程の

透明性や公平性の確

保に配慮したものと

なる。 

同左 

計画的かつ

柔軟な維持

管理・運営 

△ ◎ ◎ 
単年度予算を基本と

した事業計画を作成

する。予算化していな

い事業は対応が必要

となる。 

単年度予算に縛られ

ないため、民間事業者

が、計画的かつ柔軟な

維持管理を実施する

ことが期待できる。 

同左 

災害等の緊

急時対応 

◎ ◯ ◯ 
管理者の指示により、

速やかに対応ができ

る。 

災害等の緊急時や、市

の施策変更等におい

て、契約範囲外の事業

を行う場合は、契約変

更等の協議が必要と

なる。 

同左 

注）◎：優れている ◯：普通 △：課題あり 
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表 6-2 定性的評価の結果（3/3） 

評価項目 
従来方式 民間活用方式 

公設公営（直営） ＤＢ＋Ｏ ＤＢＯ 

総評 

△ ◯ ◎ 
・住民の安心感が高

い。 
・緊急時の対応が優れ

ている。 
・行政手続き、運営に

おけるリスク、維持

管理費の負担につ

いては、削減は見込

めない。 

・民間事業者に設計・

建設を請負わせ、運

営は民間事業者に

委託することから

業務の効率性がや

や高い。 
・リスク変動等、市の

負担を軽減するこ

とが可能である。 
・市の適切な関与や、

監視体制を整える

ことが必要である。

・設計・建設及び運営

を一括して行うこ

とから業務の効率

性が高く、事業者の

創意工夫・ノウハウ

を最大限に活用で

きる。 
・リスク変動等、市の

負担を軽減するこ

とが可能である。 
・市の適切な関与や、

監視体制を整える

ことが必要である。

注）◎：優れている ◯：普通 △：課題あり 

 

定性的評価では、「ＤＢＯ」に優位性があると評価した。 
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第7章 総合評価 

本章では、前各章までに記述してきた本調査の内容について、本調査の視点により取りま

とめを行う。 

 

1．調査の内容 

「第 1章 調査の概要」に記載した 4つの「ＰＦＩ導入可能性調査の視点（下記に再掲）」

により、関連する各章を整理すると図 7-1 のとおりである。 

【ＰＦＩ導入可能性調査の視点】 

（１）法令・法制度による適用・障害・制約等の確認 

（２）本事業への参画意欲ある民間事業者の確認（メーカーへの市場調査等） 

（３）定量的評価（ＶＦＭシミュレーションによる経済性評価） 

（４）定性的評価（ＰＦＩ方式等の導入に伴う公共サービスの質的向上評価） 

 

視点（１）法令・法制度による適用・障害・制約等の確認

検
討
事
項

第２章　事業手法検討に係る基礎調査
３　法的課題の整理
４　支援処置等の検討

第７章　総合評価

視点（３）定量的評価
　　　　　（ＶＦＭシミュレーションによる経済性評価）

検
討
事
項

第５章　定量的評価

視点（４）定性的評価
　　　　　（ＰＦＩ方式等の導入に伴う公共サービスの質的
　　　　　　向上評価）

検
討
事
項

第６章　定性的評価

視点（２）本事業への参画意欲ある民間事業者の確認
　　　　　（メーカーへの市場調査等）

検
討
事
項

第４章　事業参入意向調査、取りまとめ

 

図 7-1 4 つの視点に関する整理 
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2．総合評価 

「ＤＢＯ」が優位と評価する。 

 

【公設公営（従来方式）】 

市が事業主体となることから、住民への安心感は、最も高いと評価された。しかし、

行政手続、運営におけるリスク及び維持管理費の負担については、削減は見込まれない

（従来どおりの財政支出見込み）。 

【ＤＢ＋Ｏ】 

公設公営に対する財政支出の削減率（ＶＦＭシミュレーション）は、2.7％とＤＢＯ

に次いで大きかった。また、定性的評価ではＤＢＯに次いで高く評価された。 

ただし、運営時は、民間事業者が主体となることから、効率が重視されると懸念され、

住民に不安を与える可能性がある。そのため、市の適切な関与や監視体制を整えること

で、安全性を確保する必要がある。 

【ＤＢＯ】 

公設公営に対する財政支出の削減率（ＶＦＭシミュレーション）は、3.6％と最も大

きかった。また、定性的評価でも最も高い評価であった。 

ただし、運営時は、民間事業者が主体となることから、効率が重視されると懸念され、

住民に不安を与える可能性がある。そのため、市の適切な関与や監視体制を整えること

で、安全性を確保する必要がある。 

 


